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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（山本留義） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は26人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

（ ） 、 、〇議長 山本留義 本日 諸般の報告については

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（山本留義） 本日の会議は議事日程第３号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（山本留義） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

本日は、東健而議員、石田勝弘議員、鎌田ちよ

子議員、斉藤孝昭議員の一般質問を行います。

◎東 健而議員

〇議長（山本留義） まず、東健而議員の登壇を求

めます。９番東健而議員。

（９番 東 健而議員登壇）

〇９番（東 健而） おはようございます。市誠ク

ラブ、川内の東健而であります。むつ市議会第

219回定例会を迎え、通告どおり一般質問を行い

ます。

その前に、きのう私の事務所の近くで火災があ

りました。痛ましいことに１人の男の人が亡くな

りました。市長は、きのうのうちに早速罹災者の

方々にお見舞いに来ていただきました。改めてお

礼を申し上げます。ありがとうございました。

、 、 。さて 時間がありませんので 質問に移ります

今回は、北海道新幹線と広域観光についての質問

であります。項目が多いので、適宜妥当なご答弁

をお願いしておきたいと思います。

まず１項目め、北海道新幹線開業についてであ

りますが、その１点目、新幹線の新函館（仮称）

延伸について伺います。平成28年春の新幹線の函

館延伸が決まり、現在津軽半島では奥津軽駅が、

また新函館と道南の木古内駅も同様に急ピッチに

完成を急いでいます。北海道との相互交流が進む

ことで津軽半島の活性化が期待され、これから観

光振興対策の構想をどのように練っていくかも課

題になっています。

さて、今から３年前、2010年12月４日、東北新

幹線が八戸から新青森駅につながりました。その

とき野辺地に新幹線がとまれば大湊線も高規格電

車に昇格し、下北半島への恩恵ははかり知れない

ものがあったと思っていましたが、なぜか下北半

島だけが敬遠されてしまい、国策に直結する下北

半島の政治力の脆弱さを感じないわけにはいきま

せん。このまま他人行儀でこれから始まろうとし

ている世紀の出来事を指をくわえて見過ごしてい

いのかどうか、下北半島の中心都市である立場か

ら、北海道新幹線の新函館駅への延伸を市長はど

のように考えているのか伺います。

２点目、奥津軽駅へのアクセスについてであり

ます。奥津軽駅と木古内駅の建設は、新幹線が新

青森駅から新函館駅までノンストップで走り抜け

るのにブレーキをかけた駅であると感じていま

す。どのような政治力が働いたのか。並大抵のこ

とではできないことでありますが、これこそ国民

目線に沿った政治力ではないでしょうか。人口の

東京への一極集中により地方が衰退する中で、奥

津軽への期待は地方独自の対策を考える機会を与
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。 、 、えてくれました これは まさしく画期的であり

非常にありがたいことであります。これが津軽半

島のみならず、下北半島の人口減少にも歯どめが

かかることを期待したいと思いますが、本市には

これを利用するよい手だてはないものかどうか、

対応についてお示しいただきたいと思います。

さて、新幹線へのアクセスですが、本市の脇野

沢から外ヶ浜町の旧蟹田町へ渡り、奥津軽駅を利

用すれば下北半島縦貫道路の完成を待たず、野辺

地を経由し、青森に出るよりも非常に時間短縮に

なるのではないかと思います。反対に津軽半島か

ら下北半島を訪れ、野辺地、青森、八戸へ抜ける

ことも頻繁になると考えます。ただ、海路が含ま

れ、天候に左右されるという難点もありますが、

これを克服すれば利用客も相当数ふえるのではな

。 、 、いでしょうか 本県の新幹線の乗車駅は 八戸駅

七戸十和田駅、新青森駅だけではなく、下北半島

からの奥津軽駅利用について、このアクセスと利

便性向上をどのように考えるか。

３点目でございます。国策から疎外された半島

の将来についてであります。三全総や四全総で太

平洋ベルト地帯に位置づけられながら、下北半島

は半島出身の政治家がいないため、苦しみを共有

してもらえず、そのため会議のテーブルにも上ら

ず、今まで下北半島の開発にまつわる総合計画全

てが総崩れで見る影もありません。このコンセプ

トは、人口の東京一極集中からの回避と多極分散

型国土の形成を目指したものもありましたが、結

局下北半島だけが取り残され、半島のための対策

は死滅してしまい、この国策に疑問を感じないわ

けにはいきません。現在全総は、21世紀のグラン

ドデザインと名前が変わっていますが、国会での

論戦を聞いていると、国会議員の多くは少子高齢

化、人口減少社会などを枕言葉にして、それに酔

いどれているように見えます。我が国の将来のあ

り方を議論するわけでもなく、目の前のことのみ

論じているように見える国会の論戦に腹立たしい

思いを感じているのは私だけではないと思いま

す。また、未曽有の原発事故への対応のおくれも

指摘されてから一向に改善する兆しが見えませ

ん。目前の課題をなぜ早急に打開するような対策

を打てないのでしょうか。今一党強大な大政翼賛

化した国会を見ていると、我が国の先行きが不安

になって仕方がありません。

さて、本市に目を移すと、本市の旧川内町では

ことしの保育児童の入所者がないという懸念が高

。 、まっています 若者もどんどん減少しているため

この不安は今本市全体に広がっています。半島全

体と本市の将来が心配ですが、市長はこのことを

どのように考えているのでしょうか。

４点目、津軽海峡軸構想についてであります。

2001年、木村守男知事のとき、私は県政モニター

として下北半島の大間崎から函館の汐首岬、また

脇野沢から平舘への架橋を津軽海峡軸構想として

知事に提言したことがありました。その必要性を

考えたのは、新幹線を利用するとすれば乗車駅ま

で行かなければならず、時間の制約があり、自由

に自分の思うところへ行けない不便さがありま

す。それに引きかえ架橋だと通行は自由で、いつ

いかなるときでも思うところへ行けるというメリ

ットがあります。また、車が行き来すれば流通も

加速度的に向上します。

しかし、この時点では国では海底トンネルを、

津軽と下北のどちらを選ぶかという段階でした。

私は、トンネルでもいいと期待しましたが、しか

し間もなく津軽方面に決まりました。このときの

首相は中曽根康弘氏でしたが、これを踏まえて国

では昭和36年にトンネル工事に着手しました。旧

むつ市や川内から、このトンネル工事に参加した

人も相当数あったと記憶しております。

開通は1988年 昭和63年３月13日ですので 27年、 、

の歳月を費やしたことになります。それからしば
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らくしてローカル列車が運行し、海底駅ができ、

、 、津軽海峡線を実感しましたが 新幹線開業を控え

それは2013年に廃止となりました その間 2011年。 、

３月５日には東北新幹線Ｅ５系「はやぶさ」がデ

ビューしたことがまだ記憶に新しいことでありま

す。海底トンネル完成からことしで26年、ようや

く北海道新幹線が海を渡ることになり、開業の節

目を迎えようとしています。現段階では、奥津軽

駅周辺の自治体では、今後どのくらいの観光客が

見込めるのか、まだ未知数のようであります。

さて、下北半島の将来についてでありますが、

架橋の構想はまだ生きていて、関係者によって研

究されている段階であると聞いています。実現に

向けたハードルは決して低くはありません。しか

し、この構想の実現に向けた期待は非常に高いよ

うであります。仮に平舘海峡だけでもできれば飛

躍的に両半島の、いや津軽と南部の経済、教育、

文化の交流が活発になっていくと思います。挫折

した感のある津軽海峡軸構想について、これは国

策であり、市長だけでは対応できない問題であり

ますが、架橋については北方領土とつながる架橋

の構想も出てきています。大陸の氷河が解け、将

来はヨーロッパ大陸やシベリア大陸への架橋の構

想も考えられるようになってきました。改めて市

長の所見をお伺いいたします。

次に、２項目めであります広域観光への対応に

ついてであります。１点目、下北半島の閉塞感を

どのように捉えているかということであります

が、半島の住民は、行きどまり感と閉塞感を感じ

ていて、どうして長い間このことの議論がないの

か疑問を感じています。下北半島の閉塞感に市長

はどのように考えているか。

２点目、広域観光を最大限活用する対策につい

てであります。新幹線が開業すれば、トンネルと

海を利用した広域的な観光が始まります。青函の

さまざまな交流の輪が広がり、津軽半島の奥津軽

駅周辺初め津軽全体の観光地としての役割が一層

活性化していくのではないでしょうか。また、交

流の輪が下北半島にも影響し、波及効果を及ぼし

てくると思いますが、本市はこれに便乗し、貪欲

に誘客を目指すべきだと思います。

過日、大間―函館間を「大函丸」が就航してい

るので、函館に来た台湾からの観光客を大間へ誘

導するという新聞記事がありました。取り組み次

第では、日本中、また世界中の観光客を呼び込む

ことができると考えています。そこで、青、函と

津軽、下北両半島との交流促進について、市長は

どのように考えるかお伺いいたします。

３点目、外ヶ浜町への海上交通の強化策につい

てであります。現在脇野沢と外ヶ浜がフェリーで

つながっています。平舘海峡は１年を通して荒れ

模様のときが多いので、欠航が多いように感じま

す。乗客を運ぶのに少しでも早くする工夫も必要

と思います。一案でありますが、水中翼船やホバ

ークラフトなど高速船の導入や高速双胴船の運航

も課題としてはいかがでしょうか。

青函連絡船が廃止された後 「ナッチャンｗｏ、

ｒｌｄ」が運航していました。少なくともあのよ

うな高速船を利用することができないものでしょ

うか。今後の外ヶ浜町へのフェリー航路の運航に

ついて所見を求めます。

４点目、道南の松前町との交流についてであり

ます。道南との交流が脚光を浴びていますが、少

し過去の引用を持ち出すことをご容赦いただきた

いと思います。

明治２年の戊辰戦争のときの政府軍と幕府軍の

最後の戦いが道南の函館の五稜郭で行われたこと

は歴史が示すとおりですが、それ以前に幕府軍は

北海道へ渡りました。そのとき道南の松前藩を味

方につける必要があり、幕府軍は松前藩と交渉し

ましたが、藩では協力することにためらいがあり

ました。方々から将兵を募り、青森に渡海の基地
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をつくっていた政府軍に勢いがあり、また弘前藩

から諜略の手が伸びていました。結果、頑として

味方になるのを拒んだため、幕府軍は政府軍との

戦いになったときに、背後から襲われるのをおそ

れて松前城を攻撃し、炎上させました。そのとき

まで松前城はあったわけでありますが、この戦い

で燃えてしまい、藩主と近習たち七十数名は酒だ

るをくくりつけた船で津軽海峡を横断し、三厩に

たどり着いたときには沈没寸前で、一行は寒さに

震えながら上陸しました。このことは 「八重の、

桜」の会津藩の滅亡後、藩主たちが本市へ移住し

てきたとき、一つの例として取り上げていただい

たとおりであります。

また、本市では1457年、中世の時代に川内町の

蛎崎で南部氏との戦いに負け、城主は蛎崎から松

前へ逃亡したことも蛎崎城の発掘調査の質問で発

言したとおりであります。また、時が過ぎ、昭和

９年４月25日には、明治維新の廃藩置県で男爵の

位をいただいた松前安広公が北海道から先祖のい

た蛎崎の地を訪問しています。先祖の出生の地に

相当な思い入れがあったことと思います。そのと

きの男爵の写真が残っており、当時男爵を迎えた

蛎崎村の様子を村人が写真に書き残してくれまし

た。布施俊蔵さんのお父さんの健一さんでござい

ます。村人は、毎戸に旗を振って、八幡宮と姫小

杉の跡に杉の植樹をしたことが書かれています。

このときには、蛎崎城は今の七面山の上だと思い

込んでいたようであります。しかし、長い間書物

を調べ現地を探索して、七面山は望楼という見張

り場であることがわかりました あとは 平成17年。 、

の晩秋に、ようやく宿願の蛎崎城本体を発見し、

今まで蛎崎城について質問をしてきたとおりであ

ります。また、むつ市にも、自衛官になり、松前

から来て地元の女の人と結婚し、大湊で暮らして

いる人が何人かおります。その人たちは、松前藩

の家来の子孫だと話しています。蛎崎城には、相

当関心があるようであります。

この歴史的な城跡をめぐりながら、戦いに敗れ

逃亡した蛎崎城主に思いをはせるのも観光交流に

つながると思います。道南の松前町との交流につ

いて本市の対応はいかにするべきか、市長のお考

えをお伺いいたします。

５点目、広域的な観光遊覧船の運航についてで

あります。これからの観光の展望について提言い

たします。津軽海峡や竜飛湾岸周辺に観光遊覧船

を運航する対策もこれからの観光には欠かせない

ものと思います。本市にも海峡沿いに大畑港や関

根浜港がありますが、これを活用し、そこから上

陸していただくということもあり得ます。県や津

軽半島の自治体とタイアップした広域的な遊覧船

の就航についてどのように考えるか伺います。

６点目、下北半島と津軽半島の交流強化につい

てであります。津軽半島観光アテンダント協議会

が津軽鉄道、五能線を利用するために、２月３日

の記事には 「新年度、これまでの任意団体から、

特定非営利活動法人に移行、新たなスタートを切

る」ということですが、さて一方の本市を含む下

北半島は、大間から函館まで高速フェリーが出て

いますが、北海道との交流については函館が間近

にありながら、津軽海峡に遮られ、親密な交流が

少ないのが現状であります。いろいろと政治的な

立場があると思いますが、これから海とトンネル

で本格的に北海道と本州の津軽半島とつながりま

す。この機会を逃してはならないと考えますが、

身近な隣の津軽半島との交流強化についての本市

の対応について伺います。

３項目めであります、本市の取り組むべき課題

について。１点目、脇野沢を窓口に観光客の受け

入れを強化する考えはということでありますが、

開業後には奥津軽駅をおりて外ヶ浜から下北半島

へ観光客が参ります。この人たちを半島全体に誘

導するためには、脇野沢は本市の西の玄関口であ
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。 、ります それを見越して観光案内所をつくったり

誘導方法を検討したりすることも必要でありま

す。脇野沢への拠点整備や受け入れ態勢の強化策

を伺います。

、 、さらに 下北半島から奥津軽駅を利用するには

１つ目に、脇野沢からフェリーで津軽半島へ渡る

コースと、野辺地を周り青森に出て国道280号を

北上し、旧蟹田町まで行き奥津軽駅まで行く２つ

のルートが考えられます。このままでは不便この

上ないと思いますが、客足を下北へ誘導するため

には前段で述べた海路通行の強化や野辺地からの

国道の拡幅を進め、通行をスムーズにしなければ

ならないと考えます。それよりも何回も陳情を繰

り返しながら何年も待たされてきた下北半島の道

路の重点要望が一向に先に進まないのはなぜでし

ょうか。県では、道南からの高校生の受け入れ、

またサイクリングコースをふやす取り組み、加え

て北海道へ訪れている台湾からの観光客を下北半

島へ誘導する構想も考えているようであります。

下北半島の政治力が不足で機能しないためでしょ

うか。また、魅力不足と観光資源が少ないためと

思わざるを得ません。

そこで、本市の歴史や文化、壮大な大自然の魅

力、温泉地めぐりなど関連する観光資源をピック

アップし、今その売り込みを図る努力を惜しんで

はならないと考えます。江東区でのイベントも必

要ですが、まず本市の受け入れ態勢をしっかり固

めるべきであります。

今本市の観光地では、外からの観光客の入り込

み数が少なく、閑古鳥が鳴いています。観光客を

呼び込むには、ニーズに合わせた資源をふやすこ

とも重要であります。どのような対策が必要と考

えるか、市長のお考えをお伺いいたします。

２点目、新幹線開業に合わせた本市のビジョン

の策定についてであります。下北半島は、いつも

見放され、中央から阻害されているような感じで

すが、２年後に新幹線が開業する今回も、新幹線

もない、橋やトンネルもない、大湊線も風に弱い

ことはご承知のとおりであります。下北半島縦貫

道路の完成も、まだ何年先になるか、全く見通し

がつきません。何をやっても思いどおりにいかな

いのが下北半島の宿命ですが、新幹線開業のエネ

ルギーをこの下北半島に取り込む対策を考えてい

ただきたい。これに乗りおくれないようにするべ

きと思いますが、本市の対応について伺います。

３点目、下北半島の循環型道路の整備促進につ

いてであります。半島の観光地が自治体の独自性

に委ねられて分散化しています。観光を宣伝する

冊子も複雑で、親切さがありません。また、統一

した観光ルートの説明もありませんが、まずどこ

からでも観光地へ行けるような便利さを追求した

道路網の構築が必要と考えます。下北半島全体の

循環型道路網の整備促進についてどのように考え

るか。

４点目、外ヶ浜町との避難協定締結と観光の連

携についてであります。連携方法はいろいろと考

えられますが、この機会に観光振興ばかりではな

く、災害を回避するための下北半島住民の避難路

を確保することも重要な要素になってくると思い

ます。コップの中の殿様的な目先のことのみで満

足しているようなひとりよがりな考え方や環境か

ら脱却しなければなりません。旧脇野沢では、合

併前、対岸の旧平舘村や旧蟹田町と交流していた

と聞いています。旧脇野沢時代の交流会を復活し

て、閉鎖的な対岸とのコミュニケーションを図る

ことは、今までの環境を一歩飛び出る重要な観光

開発の要素になると思います。合併で規模が大き

くなりましたが、海で遮断された外ヶ浜町との連

携をどのように構築していく考えか。特に観光連

携と避難の連携を市長はどのように考えるか伺い

ます。

最後になりました、５点目です 「むつ市のう。
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まいは日本一！」のキャッチフレーズと外国語併

記についてであります。キャッチフレーズには、

異存はありませんが、最近昨年の「八重の桜」の

影響か、観光客が少しずつふえているようで、時

折むつ市のうまいものはどこへ行けば食べられる

のかという問い合わせや電話が来るようになって

います。なぜ私のところに電話がかかってくるの

かわかりませんが、返答に困ることがあります。

これらのうまいものや観光地、会津藩士の歴史が

どこへ行けばわかるのか、その対応について、商

工会議所ではいろいろ知恵を絞っているようです

が、旧町村部の住民には全く浸透していません。

市長の意気込みはわかりますが、名前ばかりが先

行し、ひとりよがりな感じがします。これでは観

光客が来ても混迷するばかりだと思います。うま

いものとは何か、どこへ行けば食べられるのか、

宣伝にももっと集約した取り組みと親切さが欲し

いところですが、今後のＰＲ体制についてどのよ

うに考えるか。また、冊子への外国語の併記も必

要であります。英語、台湾を含む中国語、韓国語

の併記についてどのように考えるか、市長の考え

をお伺いいたします。

これで壇上からの質問を終わります。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 東議員のご質問にお答えい

たします。

まず、北海道新幹線開業と広域観光についての

ご質問の１点目、北海道新幹線開業についてであ

りますが、昭和39年10月に東京駅から新大阪駅を

結ぶ日本初の高速鉄道である東海道新幹線が開通

いたしました。それから38年もの年月を経て、平

成14年12月に東北新幹線が八戸駅まで開通し、待

ちに待った新青森駅までの全線開通は、その後約

10年を要することとなりました。

東北新幹線の全線開業に向けては、観光客誘客

を図るため、下北地域の市町村と横浜町等で組織

し、私が会長を務めます下北観光協議会で着地型

旅行商品の造成など新たな取り組みを行ってまい

りましたが、平成28年春に予定されている北海道

新幹線の（仮称）新函館駅までの延伸は、旅行者

にとってよい影響をもたらし、新たな誘客につな

がるものと期待しているところであります。

議員ご発言の（仮称）奥津軽駅へのアクセスで

ありますが、海路を利用して下北半島への誘客を

図るルートとして有効な交通手段となるものであ

り、前々からそのＰＲに努めてきたところであり

ます。

むつ湾フェリー株式会社の「かもしか」が蟹田

―脇野沢間を運航しておりますが、気象条件に左

右されることはいたし方ないと考えておりますも

のの、観光シーズンには団体バスが乗船する割合

が多いと伺っております。また、利便性向上とな

りますと （仮称）奥津軽駅からフェリー乗り場、

までの交通アクセスの整備等が考えられるわけで

ありますが、新幹線利用者が海路を利用し、下北

半島を訪れるためには 同フェリーのほかにも ポ、 「

ーラスター」による青森―脇野沢ルートや 「大、

函丸」による函館―大間ルートもありますことか

ら、今後も運航各社と連携しながら、誘客に向け

ＰＲに努めてまいります。

次に、人口減少の著しい半島地域及び本市の将

来についてでありますが、昨年３月に公表された

将来推計人口によりますと、平成52年、これから

四半世紀後においては 本市の人口は４万1,000人、

余りで、平成22年と比較して２万人余り、三十数

％の減少となっており、下北地域の４町村でも

35％から48％程度の減少となっております。なか

なか想像しがたい数字でありますが、このことは

消費や生産力の低下による経済の縮小はもとよ

、 、 、り 地域コミュニティの維持や文化 伝統の継承

災害対応等に至るまで多くの課題をもたらすもの
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であります。この人口減少の流れをいかに緩やか

にするかということが大事であり、そのための大

きな要素が生産年齢人口の流出を抑制することに

あるわけですが、とりわけこの地域の持つ豊かな

自然、資源を生かした６次産業化などによる農林

水産業の振興、各地区の特色を生かした多様な産

業の育成、企業誘致等々による雇用の場の確保と

いうものが大きいものと考えております。

そして、議員ご発言の観光振興によっても交流

人口の拡大による地域の活性化につながっていく

ものであり、観光地域づくりプラットフォームの

立ち上げやジオパーク構想との連携などにより、

この地域のにぎわいを創出していきたいと考えて

いるところであります。

次に、津軽海峡軸構想についてであります。津

軽海峡大橋、下北津軽半島大橋の実現により津軽

海峡を軸に北海道と東北が一体となった新たな経

済圏を目指すとする津軽海峡軸構想は、平成10年

３月に閣議決定された21世紀の国土のグランドデ

ザインに位置づけられましたが、当市においては

青森県のリードにより設置した下北半島、津軽半

島の各市町村から成る津軽海峡軸構想推進市町村

協議会の事務局を務め、精力的な要望活動等を行

ってまいりました。しかしながら、その後の経済

不況等による公共事業の削減や見直し論が渦巻く

中、社会的容認を得がたい状況に陥るとともに、

この運動を推進してきた青森県が方針転換を行

い、構想から撤退したこともあり、平成18年に協

議会の活動を停止したものであります。橋の建設

には数兆円を要するという壮大な事業であり、国

家プロジェクトとしての取り組みがなければ到底

実現は望めないものであり、現状において動き出

す状況にはないものと考えております。

一方、津軽海峡大橋のような超長大橋の建設に

夢を持って取り組んでいる技術研究者もおります

ので、将来再び津軽海峡軸構想について情熱を持

って議論するときが来ることを期待したいと思っ

ております。

ご質問の２点目、広域観光への対応についての

下北半島の閉塞感をどのように捉えているかにつ

いては、議員ご発言の「閉塞感」という言葉には

さまざまな捉え方があるとは思いますが、その言

葉が意味する先行き、将来的な見通しがないとい

うような思いはいたしておりません。私は 「希、

望のまち・むつ市」の実現に向け、基本理念の柱

の一つである「ネクスト50へのさらなる基盤づく

りと飛躍」を目指し、道の駅整備や地産地消から

地産他消へとシフトチェンジした「むつ市のうま

いは日本一！」推進プロジェクト、また北の防人

大湊地区整備事業で建設中であります観光交流セ

ンターや観光機能も兼ね備えた大畑町魚市場の整

備、そして先ほども申し上げました観光地域づく

りプラットフォームに係る取り組みなど、将来を

見据え、積極的な施策を展開しているところであ

ります。

次に、広域観光を最大限に活用する対策につい

てでありますが、ご質問の要旨⑥、下北半島と津

軽半島の交流強化についてと関連がありますの

で、一括してお答えいたします。

市では、豊富な自然や温泉、食など、既存の観

光コンテンツのブラッシュアップを図りつつ、広

域的な観光ルートの構築を行っており、首都圏や

中京地区の旅行代理店へ働きかけ、津軽半島との

二大半島めぐりや青森県男鹿半島を含んだ三大半

島めぐりなどのツアー商品の造成に一定の成果を

得ております。さらには、道南を含んだ周遊ルー

、 「 」トの確立を目指し 市の観光遊覧船 夢の平成号

の活用や、平成27年に開湯400年を迎える薬研温

泉郷のＰＲに努めているほか、道南地域及び陸奥

湾沿岸地域の19市町村で構成される津軽海峡・陸

奥湾広域連携会議に参加し、各地域の相互理解を

深めながら、モデルコースの提案や観光誘客に係
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る諸施策を協議推進していくこととしておりま

す。

また、下北全域での取り組みとしては、下北観

光協議会で「ぐるりんしもきた観光ルートバス」

の運行や着地型旅行商品の造成を行い、特色ある

観光コンテンツの構築を行うことによって下北の

魅力向上を図り、広域観光に資するための方策を

立てているほか、今年度は「大函丸」を利用した

北海道からの誘客も見据え、北海道新聞社とタイ

アップし、道内紙に下北半島の新聞広告を掲載し

たほか、札幌市においてぐるりんしもきた展を開

催し、ＰＲに努めてきたところであります。

次に、外ヶ浜町への海上交通、つまりフェリー

航路の強化についてでありますが、脇野沢―蟹田

間を結ぶむつ湾フェリー株式会社の「かもしか」

は、昨年４月21日から11月５日までの期間限定で

１日２往復の運航を行っており、途中８月の繁忙

期は３往復としているものであります。

平成25年の運航実績につきましては、担当から

答えさせますが、これを見ますと、欠航が多いと

いう感は余りなく、車両スペースにも余裕がある

のではないかと思っております。

また、バスによる団体客が多いときなどは、積

み込めない車両が出る場合があるということは伺

っておりますが、北海道新幹線開業によりフェリ

ーの需要がどのくらいふえるかは把握しかねると

ころであります。

、 、 、なお フェリーの高速化 大型化等については

事業者であるむつ湾フェリー株式会社が判断する

ものでありますが、その場合には停泊場所の変更

や新たな埠頭の建設なども視野に入れた検討が事

業者側において必要になってくるものと思われま

す。

次に、道南の松前町との交流についてでありま

すが、松前町のみならず、津軽海峡を隔てた道南

の沿岸地域とは、歴史、産業、または人的にも深

いかかわりがあると認識しております。議員ご発

言の歴史的背景は貴重なご意見として承り、どの

ような形で観光交流に反映できるのか研究を深め

てまいります。

次に、広域的な観光遊覧船の運航についてであ

りますが、一般的な遊覧船の乗船時間は、長くて

も１時間程度とされており、広域的な運航となり

ますと相当な時間を要することとなり、旅行商品

ツアープログラムとしては適さないものと推察さ

れます。

また、大畑及び関根浜はいずれも外海に面した

港であり、これに対応する新たな船舶の建造や埠

頭の整備、就航率等を勘案いたしましても、実現

は困難であると考えます。

ご質問の３点目、当市の取り組むべき課題につ

いてでありますが、まず脇野沢を窓口にした観光

客の受け入れの強化については、議員ご発言のと

おり、脇野沢は当市の海の玄関口として重要な拠

点であり、津軽地域からの観光ルート構築のうえ

でも大きな役割を担うものと考えております。し

かしながら、現在の逼迫した財政状況を鑑みます

と、新たに施設を建設することは厳しいと言わざ

るを得ない状況にあることから、フェリー埠頭の

前にありますマリンハウス脇野沢や道の駅わきの

さわ、リフレッシュセンター鱈の里等既存の施設

設備の利活用の拡充を図りながら、観光案内板の

整備など受け入れ態勢の強化を検討してまいりた

いと考えております。

、 、当市の観光資源としては 議員ご承知のとおり

他の観光地に引けをとらない歴史、自然、温泉等

を数多く有しております。昨年、一昨年と開催さ

れた下北半島ロングライドは、参加者から好評を

博したとも伺っております。新しい観光資源も必

要とは思いますが、今ある資源もやり方次第で十

。「 」分に輝きを放てるものであります 夢の平成号

から見る鯛島や焼山などの景観は大きなセールス
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ポイントであり、積極的なＰＲを行うことで誘客

増が期待できるほか、今年度は試みとして「夢の

平成号」でのむつ市花火大会及び青森ねぶた海上

運航、花火大会の観覧運航も行っております。ま

た、下北地域県民局では、昨年度から下北「海の

道」魅力発信事業として、海上交通の利活用の促

進を図る事業を展開する予定と伺っておりますの

で、市といたしましても、航路の活性化はもとよ

り、魅力的な海上交通の拠点としてのあり方を県

と連携しつつ、自慢の観光資源にさらに磨きをか

けてまいりたいと考えております。

次に、北海道新幹線開業に合わせた当市のビジ

ョンについてですが、確かに北海道新幹線開業に

より当市に直接かかわるインフラが整備されるわ

けではありませんが、ただただ手をこまねいてい

るわけでもありません。先ほどもご答弁いたしま

したとおり、今後も関係自治体及び関係各社と連

携し、青森―蟹田及び函館から海路を利用し、む

つ下北への誘客促進に努めてまいります。

次に、下北半島内の循環道路についてでありま

すが、私が会長を務めます下北総合開発期成同盟

会では、下北地域の総合的基盤整備として、半島

を一周する形となる国道279号及び国道338号のほ

か、両国道につながり、半島内陸部へ入る主要地

方道及び一般県道についても危険箇所の排除やよ

りスムーズな通行が可能となるよう青森県に対し

強く要望してきたところであり、冬期間の閉鎖区

間である主要地方道川内佐井線では、現在通年通

行を確保するための工事が進められているととも

に、一般県道である薬研佐井線でも待避所やガー

ドレールなどの交通安全施設の整備に加え、現在

は道路改良等の整備が進められております。同盟

会としての要望は、避難道路や生活道路として半

島地域においては必要不可欠であるとの視点から

のものでありますが、観光振興という面において

も道路整備は大きな要素となります。

今後におきましても、下北半島地域の住民にと

って重要である国道、県道整備について同盟会構

成自治体とともに働きかけを強めてまいる所存で

あります。

次に、外ヶ浜町との災害時応援協定の締結につ

きましては、さきの定例会でもお答えしておりま

すが、大規模災害時の広域避難などの応援協定に

つきましては、被災者の一部収容のための施設の

提供などについて、平成18年９月に青森県内全市

町村で大規模災害時の青森県市町村相互応援に関

する協定を締結しているところであります。

また、東通原子力発電所の事故を想定した広域

避難先は、放射線量及び津波の影響や避難所の収

容人員等を考慮し、広域避難に係る県と市町村等

の協議の中で当市と東通村については避難先は青

森市と定められております。なお、観光面につき

ましては、外ヶ浜町に限らず、先ほども申し上げ

ました津軽海峡・陸奥湾広域連携会議等により連

携を模索してまいりたいと考えております。

次に 「むつ市のうまいは日本一！」について、

のキャッチフレーズについてですが、当市はホタ

テ、ワイン、海峡サーモン、イノシシ肉など多く

のうまいものがあり 「むつ市のうまいは日本、

一！」はまさに一字一句違わないものと自負して

いるところであります。また、パンフレット等へ

の外国語の併記につきましては、海外からの観光

客誘致、いわゆるインバウンド観光の振興を図る

うえで必要になるであろうと考えております。市

では、現在ホームページ上に英語表記のページを

、 、開設しており 観光の情報も掲載しておりますが

アジア圏からのインバウンドにつきましては、十

分な対策がとれていないのが実情であります。む

つ市のうまいが何であり、どこへ行けば食べられ

るかをわかりやすく伝え、かつ外国語が併記され

た新たな観光パンフレットの作成については、研

究してまいりたいと考えておりますので、ご理解
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賜りたいと存じます。

ただいまの発言の中で広域観光を最大限に活用

する対策についての中で、青森県男鹿半島と申し

上げましたが、正しくは秋田県男鹿半島でありま

すので、訂正をさせていただきます。

〇議長（山本留義） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 外ヶ浜町へのフェリ

ー航路の強化策について、市長答弁に補足させて

いただきます。

むつ湾フェリー「かもしか」の平成25年の運航

実績につきましては、就航率は96.3％となってお

りまして、欠航が多いとは言えないものと考えて

おります。４月21日から11月５日までの運航計画

便数814便に対し運航便数は784便、欠航便数は

30便となっております。ちなみに、平成24年の就

航率は97.5％でありました。また、車両の輸送に

ついてでございますが、フェリーの積み込み可能

車両台数は、大型バスは４台までしか積み込めま

せんが、その場合はさらに乗用車４台が積み込み

可能でありまして、大型バスがない場合は乗用車

22台が積み込めることとなっております。

平成25年は、バス1,058台、乗用車3,472台の輸

送がありましたので、１便当たり平均でバスが

1.4台、乗用車が4.4台程度となっております。

以上でございます。

〇議長（山本留義） ９番。

〇９番（東 健而） ただいまのご答弁を聞きまし

て、おおむね財政状況も勘案しまして、大変なこ

とだなと思いながら答弁を聞いておりました。

それから、外ヶ浜町までのフェリーの件ですけ

れども、順当な往復をしているということをお聞

きいたしまして、一応安心しているわけですけれ

ども、ただ夏場でもそうですけれども、青森まで

行っている「ポーラスター」というフェリーがあ

りますけれども、それが冬になれば毎日のように

ストップするみたいな放送がかかるわけです。私

は、それと勘違いしていましたので、ちょっと勇

み足かなと思いましたけれども。

とにかくこのフェリーの航路についても、今す

ぐというわけではなくて、順次観光交流が始まり

ましたら、それに応じた対応をしていただきたい

と、そういうふうに考えます。

それでは、今回は広域観光を少しでも前に進め

るために質問いたしましたけれども、市長の気持

ちも大体わからないわけではない。やっぱり何に

しても予算がつきものですので、それはそれとし

て私も納得しなければならないと思っています。

そこで、質問ですけれども、時間もあと10分少

々ですか、１つずつ質問してまいりたいと思いま

すけれども。

まず１点目、重点要望している道路の早急着工

を促す取り組みについて伺います。国道338号の

川内から脇野沢までの狭隘箇所の進捗状況といい

ますか、要望がさっぱり前に進まないわけであり

ます。市長は、この動きが鈍い原因というのは何

だと考えますか。

それから、予算だけの問題ではないと思います

けれども、これを毎回毎回先送りのような感じで

はなくて、一歩でも先に進めるような強力な対策

というものはないものでしょうか。そこら辺をま

ずお聞きいたします。

〇議長（山本留義） 市長、今東議員から質問があ

りましたけれども、今国道338号の川内地区の場

所を話ししましたけれども、関連づければそうな

のですけれども、関連にしても余りにも質問要旨

と乖離していますので、その辺は市長に今答弁求

めていますけれども、その辺を注意しながら答弁

していただきたいと思います。市長。

〇市長（宮下順一郎） 広域観光というふうな部分

では、やはりこの道路、この部分については非常

に整備が大切であるということは十分認識をして

おります。これが例えば下北半島縦貫道路にして
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もそうです。先ほど壇上でもお答えいたしました

川内佐井線、薬研佐井線、これらは避難道路の意

味合いもありますけれども、これらが整備されて

、 、くれば かなり県のほうも力を入れて川内佐井線

薬研佐井線、これらは喫緊の課題であるというふ

うな認識を持って県道また一般国道、一般県道と

いうふうな形で整備を今懸命に進めております。

。 、調査も進めております そういうふうな形の中で

国道338号のこの脇野沢―川内間、この部分の非

常に道路が狭いということも我々としては期成同

盟会を通じ県に、また私が直接国にお邪魔をして

さまざまな切り口の中でこのことは訴えておりま

。 、 、す この切り口の一つとして広域観光 観光客を

交流人口をふやすというふうな、そしてまた命の

道でもあると、こういうふうなことも訴えながら

相努めておりますし、これからも努めていきたい

と、このように思っております。

〇議長（山本留義） ９番。

〇９番（東 健而） どうも、通告以外とも思える

ような質問をいたしまして、申しわけございませ

んでした。ご答弁していただきましたので、感謝

いたします。

それから、１つだけですけれども、緊急に質問

したいと思いますが、国道338号上の部分で、き

のう火災が発生いたしました。それで、私がその

場所を見つけて対処といいますか、対処できない

のですけれども、いろいろ水をかけたい、消火器

を使いたいといろいろ考えて、いろいろ思いをめ

ぐらせながら対処しましたけれども、消火器の力

というのは全くなくて、相当苦労いたしました。

そこで、この国道338号をこのバイパス化という

のを私はいつも前から訴えてまいりましたけれど

も、きのう消火作業中ですか、脇野沢から救急車

が参りました。それで、消防活動が活発になって

いましたので、その救急車はまた前と同じように

帰ってしまったわけです。ですので、このバイパ

スの要望活動もともに早急に陳情していきたい…

…

〇議長（山本留義） 東健而議員、今回の東議員の

質疑は広域観光になっていますので、その辺の関

連で質疑をお願いいたします。

〇９番（東 健而） わかりました。広域観光とい

うことですが、やはり広域観光になれば、道路網

の整備が一番肝心なわけですよね。市長の答弁で

は、いろんな県との交渉次第でいろいろ前々に進

めているということですが、私が申し上げていま

したのは、拡幅、バイパス、いろんな、それも関

連してくるわけですけれども、そこら辺をもう少

し煮詰めていきながら、強化した取り組みをして

いただきたいと、そう考えます。

これから広域観光が始まるわけですけれども、

蟹田、それから外ヶ浜、野辺地から来るもの、北

海道からの観光客、いろんなものに対しての取り

組みが求められてくると思います。それに対応し

たビジョンを早期に策定して、観光客におろそか

にならないような対応をお願いして今回の質問を

終わります。

以上です。どうもありがとうございました。

〇議長（山本留義） これで、東健而議員の質問を

終わります。

、 。ここで 午前11時５分まで暫時休憩いたします

午前１０時５３分 休憩

午前１１時０５分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎石田勝弘議員

〇議長（山本留義） 次は、石田勝弘議員の登壇を

求めます。10番石田勝弘議員。

（10番 石田勝弘議員登壇）
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〇10番（石田勝弘） おはようございます。市誠ク

ラブの石田勝弘であります。むつ市議会第219回

定例会に当たり、さきに通告したとおり、地熱発

電について、教育行政について及びむつ市子ども

ネブタについての３項目にわたり一般質問を行い

ますので、市長及び理事者の皆様には明瞭簡潔か

つ前向きなご答弁をご期待申し上げます。

まず初めに、地熱発電についてお伺いいたしま

す。全国の発電事業は、従来火力、水力、原子力

及びその他によりなされてきたところであります

が、そのうち全発電量の約３分の１を占める原子

力発電は現在ほとんど休止中であり、国民の生活

に大きな影響を与えております。これは、３年前

の平成23年３月11日に発生した東日本大震災の

際、そのときに発生した大津波により福島第一原

発の１号機から４号機までの４基の原発の原子力

がメルトダウンし、大量の放射線が放射され、原

発設置近隣自治体の住民が長期の避難をしなけれ

ばならず、今でも住むことが不可能で、いつ戻れ

るかわからないという自治体が多くあるのであり

ます。その後原子力発電の安全性の問題がにわか

に浮上し、一時は全国の全ての原発が操業停止に

追い込まれ、電力の供給が需要に追いつかず、節

電を余儀なくされたり、停止中の原発にかわり休

止中の火力発電を復活させましたが、輸入した化

石燃料の値上がり等により発電単価が上昇し、そ

の結果電気料が上がり、日本経済に大きな影を落

としていることはご承知のとおりであります。

原発停止と火力発電の復活ということは、また

大気中のＣＯ の削減が困難になるという問題も２

引き起こしております。そういう状況の中、今ほ

ど温暖化をもたらす二酸化炭素をほとんど発生さ

せない太陽光、風力、地熱などの再生可能エネル

ギーが注目されている時期はありません。とりわ

け地熱エネルギーは、天候や季節によって影響さ

れる太陽光や風力と異なり、常に安定したエネル

ギーを取り出せ、しかも日本の豊富な地熱資源量

は、世界第３位を誇り、大型火力、原子力発電の

約20基分の発電を可能にできる約1,000万キロワ

ットアワーに当たるエネルギーを内在していると

言われます。つまり地熱発電は、他の再生エネル

ギーに比べ発電量に安定性があり、設備利用率は

約70％と格段に高く、長期固定電源として期待さ

れているところでございます。

我がむつ市では、数年前から太陽光発電装置の

設置を行っており、また新年度の一般施政方針に

おいて国立弘前大学との連携のもと、燧岳周辺に

おける地熱発電の可能性について具体的な調査研

究を進めていくと述べておりますので、地熱発電

について次の８点についてお伺いいたします。

１、国内での地熱発電の現状はどうなのか。

２、弘前大学北日本新エネルギー研究所と市が

地熱資源開発調査のための協定締結時期は今月下

旬ということですが、具体的にはいつころになる

のか。

３、市民の理解を深めるための講演会や先進地

の視察はいつごろから行うのか。また、そのため

の事業費はどこから捻出するのか。

４、地熱発電の適地を探す地表調査の着手時期

はいつごろになると考えられるのか。

５、調査から発電所建設、操業までのタイムス

ケジュールについてお伺いいたします。

６、調査から事業化までむつ市がかかわること

はどんなことがあるのか。

７、事業化の実施主体についての考えはどう

か。

８、地熱発電が操業された場合、どのような地

元振興策があるのか。

次は、教育行政について２点ほどお伺いいたし

ます。昨年むつ市内の小学校１年生の学級で、担

任の女性教諭による体罰行為が明るみになり、そ

の先生が戒告という懲戒処分になりました。これ
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は、授業中に数人の児童の立ち歩き、他の児童へ

のいたずらや私語が目立ち、授業を平常に進めた

いとの思いから、落ち着きのない男子児童４人の

ほほや手を複数回つねり、そのうちの１人の左ほ

ほが腫れるなどのけがをしたというものでありま

す。このクラスでは、昨年の５月ごろから落ち着

かない状態になり、これに対応するため、他の教

諭が授業に加わるなどしていたが、体罰のあった

このときは担任教諭が１人で指導していたようで

あります。今回の場合、けがをさせたということ

で懲戒処分になったわけですが、授業を平常に進

めたいとの強い思いがつい一線を越えたものと思

います。もちろん体罰行為そのものは認められる

ものではありませんが、この先生の思いには、多

少の同情を禁じ得ないものがあります。

そこで、市の教育委員会では、この件が明るみ

になった後、今後このようなことが起こらないよ

うにするために、各学校に対してどんな指導を行

ったのか、その対応方についてお伺いします。

教育行政の２点目は、教育委員会改革について

であります。今開催中の通常国会において、教育

委員会の改革案が取り沙汰されております。その

大筋は、現行の教育委員会制度を変えて地方教育

行政の責任者を教育委員会のままとするものの、

教育行政への首長の権限を大幅に強化する内容に

なりそうだというものであります。まだ最終案が

決まったわけではございませんが、今の時点での

市長及び教育委員会委員長の所感をお伺いいたし

ます。

質問の最後は、むつ市子どもネブタについてで

あります。むつ市田名部地区で長く伝えられてき

た子どもネブタは、小・中学生以下の児童にとっ

ては夏休みの楽しい行事の一つであったし、それ

はまた校外学習の一端を担っており、田名部地区

の青少年の健全育成にも大きく寄与してきたもの

と思います。その合同運行は、以前は決まって８

月７日に行われてきたものでありますが、近年は

大湊ネブタの運行日に重ならないように配慮され

ております。昨年で62回目を迎えた合同運行は、

最盛期の昭和50年代には40台に近い数のネブタが

出陣し、短い下北の夏の夜空を焦がしたものでご

ざいますが、最近は少子化の影響や他の要因も重

なり、年々少なくなり、この５年は十二、三台だ

けの参加となり、昨年はとうとう10台を割り込み

そうになりました。各町内の子ども会活動そのも

のも少なくなってきたとも聞いております。この

ままでは、むつ市子どもネブタはますます衰退し

ていくのではないかと心配しております。

そこで、次の２点についてお伺いいたします。

１点目は、衰退していくむつ市子どもネブタに

対しての思いとその対応について。

２点目は、市が子どもネブタに対してできる援

助についてお伺いいたします。

まず、昨年同様のむつ市希望のまちづくり補助

金を今後も続けていくつもりなのか、次にその補

助金の額、それは昨年と同じ程度で十分と思うの

か。

以上、地熱発電について、教育行政について及

び子どもネブタについての３項目にわたり市長及

び理事者に対し、壇上からの質問といたします。

適切なご所見をお願いいたします。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 石田議員のご質問にお答え

いたします。

まず、地熱発電についてのご質問の１点目、国

内の地熱発電の現状についてでありますが、日本

国内においては、約50年の歴史を持つ日本初の本

格的な地熱発電所である岩手県の松川発電所や国

内最大規模を誇る大分県の八丁原発電所、自家用

発電所として最大規模の秋田県の大沼発電所など

自家用も含めて17カ所、発電出力は合計で約51万
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5,000キロワットの地熱発電所が稼働しておりま

す。国内の地熱資源量は、約2,300万キロワット

と推計されておりますが、自然公園法による規制

のほか、開発までの時間やコストなどの課題も多

いため、十分に普及が進んでいない状況にありま

す。

我が国の地熱発電所の多くは、火山帯分布の関

係から東北地方と九州地方に集中しております

が、青森県内には八甲田地域、岩木山地域、当市

の燧岳周辺など地熱資源に恵まれた地域があるも

のの、いまだに事業化はされておらず、早期の地

熱発電事業の開始が待ち望まれているところであ

り、特に燧岳周辺においては、過去の調査で地熱

エネルギーのポテンシャルが非常に高いことが確

認されているところであります。

次に、弘前大学との連携協定締結時期について

でありますが、地熱発電事業の可能性を探るうえ

では、再生可能エネルギーや省エネルギーなどの

研究、産業構築、人材育成を担っている弘前大学

の北日本新エネルギー研究所と連携して調査研究

に取り組むことが必要との判断から、来る３月

27日に弘前大学の幹部の方を当市にお招きし、連

携協定締結の調印式を行うこととしております。

次に、先進地視察や市民の理解を深めるための

講演会についてでありますが、地熱開発を進める

うえでは、開発予定地域の方々の理解が不可欠で

あります。このため当市が主体となり、経済産業

省の地熱開発理解促進関連事業支援補助金に係る

補助申請を行い、採択されれば、これを活用して

地熱利用先進地域の周辺環境の視察や地熱発電所

見学に係る事業を展開するほか、地熱発電に関す

る専門家による講演会や発電事業者を交えた勉強

会を開催するなど、地熱発電事業に対する理解促

進に努めてまいりたいと考えております。

４点目のタイムスケジュールについては、担当

からお答えいたします。

次に、事業化への実施主体と市のかかわりにつ

いてでありますが、独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構、英語表記の頭文字を並べまし

て、通称ＪＯＧＭＥＣと呼んでおりますが、この

ＪＯＧＭＥＣの地熱資源開発調査事業費助成金を

活用して初期の事業を進めることとしており、理

解促進事業については当市が主体となり進めてい

く予定としておりますが、地表調査や地下探査事

業等に係る実施主体については、現段階では未定

となっております。今後北日本新エネルギー研究

所と協議しながら、市が担うことも含めて、実施

主体を絞ってまいりたいと考えております。

次に、発電所操業による地元振興策についてで

ありますが、地熱発電においては、地下の熱水を

くみ上げ、発電後においてはその熱水を地下へ戻

すこととなりますが、地下へ戻すまでの間に温泉

、 、などの加熱や暖房への利用 道路融雪など二次的

三次的利用も可能ということであり、また発電所

にＰＲ館を併設することにより観光資源としての

活用や発電所の運転管理員、ＰＲ館のスタッフな

ど雇用の創出にもつながるものと考えておりま

す。

さらには、調査研究やその後の発電所建設期間

中における地元での消費効果、建設後の固定資産

税収入、さらには発電規模にもよりますが、電源

三法交付金の交付も見込まれるなど、地域振興に

大きな貢献が期待できるものと思っております。

次に、教育行政についての２点目、教育委員会

制度改革に対する私の所感についてであります

が、むつ市議会第218回定例会における一般質問

でもお答えしておりますように、政治的中立性、

教育の公平性あるいは安定性、継続性といったも

のを第一義に考慮する必要があるとの認識はこれ

までと同様の考えでありますが、去る２月18日に

まとめられた自民党見直し案では、首長の権限及

び国の関与の強化などが組み込まれております。
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今後国会において関連法案が審議されることにな

ろうかと思いますが、その動向を注視してまいり

たいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと

存じます。

ご質問の要旨の１点目につきましては、教育委

員会から答弁がございます。

次に、むつ市子どもネブタについてのご質問に

つきましては、教育委員会から答弁とさせていた

だきます。

〇議長（山本留義） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 石田議員の教育行政につい

てのご質問にお答えします。

まず１点目、小学校担任による体罰行為につい

てでありますが、体罰については学校教育法第

11条でも規定されているとおり、いかなる理由が

あっても絶対に許されない行為であり、従前より

校長会等機会があるごとに各小・中学校に対して

指導してきたところであります。特に一昨年末に

発生した大阪市の部活動中の体罰が背景にあると

考えられる高校生の自殺事案以降、文部科学省か

らの指導もあり、体罰によらない指導の徹底をよ

り強く求めてきたところであります。しかしなが

ら、このような中で当市において体罰事案が発生

したことはまことに遺憾であります。

ご質問は、この事件以降、教育委員会としてど

のような対応をしているかとのことであります

が、まずは当該校に対しまして、被害児童の心の

ケアを図ることを第一に考え、被害児童の保護者

への概要の説明及び謝罪を行い、保護者への説明

会を行うなど、学校及び教育への信頼を回復する

ための指導、助言を行っております。これとあわ

せまして、教育委員会といたしましては、体罰に

至った経緯を究明し、任命権者であります青森県

教育委員会へ報告をしております。また、学校内

では体罰を起こした教諭の配置がえを行い、体罰

のあった学級については、スクールサポーターを

増配置するなど、児童への心のケアを最優先にし

ながら、指導が隅々まで行き届く体制をとってお

ります。

各小・中学校に対する指導といたしましては、

校長会の場で各校長に対し、さらなる体罰禁止の

徹底を依頼するとともに、青森県教育委員会が作

成した教職員の非違行為根絶のためにという研修

用資料を全教職員分配布し指導しているところで

あります。

近年学校現場の教育課題は複雑化、多様化して

きておりますことから、教育委員会といたしまし

ては、引き続きスクールサポーター及び小中一貫

教育学習支援員の配置など人的支援の充実を図る

とともに、いかなる場合であっても体罰に頼らな

い指導の徹底を図るため、各学校に働きかけてい

く所存でありますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

次に、教育行政にかかわるご質問の２点目、通

常国会で取り上げられている教育委員会改革にか

かわる所感のお尋ねであります。現在の教育委員

会制度につきましては、昭和31年に制定された地

方教育行政の組織及び運営に関する法律によって

委員会制度自体の骨格が形成され、今日まで57年

間続いてきたところであります。そして、この法

律は教育の政治的中立性、継続性及び安定性の確

保について、法制度によって堅持していこうとす

るものであります。

法の創設時には、その時代に即した制度として

誕生したわけでありますが、これまで長く制度が

維持されてきた中では、合議体である教育委員会

の委員、学校教職員ばかりでなく、地域や保護者

の方々、また教育活動に関心を寄せさまざまな立

場で、あるいは場面においてご協力いただいてま

いりました皆様とともに歩んできたものと思って

いるところであります。ただ、教育委員会制度の
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57年間という長い歴史の中で時代は移り変わり、

近年における児童・生徒の生命、身体や教育を受

ける権利を脅かすような重大な事案が生じる中に

あって、合議制の執行機関である教育委員会、そ

の代表者である委員長、そして事務の統括者であ

る教育長との責任の所在の不明確さ、教育委員会

の審議等の形骸化、危機管理能力の不足といった

ことが課題として世論から指摘されるようになっ

たことを受けて、昨年４月に文部科学大臣から中

央教育審議会に対して 「今後の地方教育行政の、

在り方について」諮問がなされ、昨年末に同審議

会から大臣に対して、その答申が提出されたもの

であります。答申では、改革案を議論する前提と

して、現行制度のメリットとデメリットを十分に

検証する必要があるとの考えにより 「教育委員、

会の現状と課題について」として、実際に教育行

政に携わっている教育委員、教育長及び首長の意

見を吸い上げた結果、教育長及び教育委員会の権

限と責任の明確化、教育行政の政治的中立性、継

続性、安定性の確保、そして首長の責任の明確化

とさまざまな視点から検討がなされております。

それら課題解決に向けて検討、審議された成果と

して 「今後の地方教育行政の在り方について」、

、 、として提言されておりますが 要約いたしますと

１つ目として、教育長と教育委員会の関係では、

教育長を責任者とする、２つ目として、責任者と

なる教育長は首長が直接任命、罷免を行う、そし

て３つ目として、教育の政治的中立性、継続性、

安定性は引き続き確保するとされているほか、教

育長は首長から一定の独立性を持った存在である

という前提に立って教育行政が進められるよう制

度設計が検討される必要があるとされておりま

す。

現在教育委員会制度改革についての方向性など

が報道され、私も注視しているところであります

が、その内容につきましては、国会等において今

後審議が尽くされ、いずれ法整備のもとに確立さ

れていくものでありましょうから、今の段階では

私から軽々に新制度を評価することや所感を述べ

ることは差し控えたいと思いますので、ご理解を

賜りたいと存じます。

次に、ご質問の３点目、むつ市子どもネブタに

ついてのご質問のうち、衰退する子どもネブタに

ついてお答えいたします。議員ご質問の旧むつ地

区で行われている子どもネブタ合同運行は、夏休

みにおける子供たちの仲間づくりやねぶた制作を

通じて創造力と自主性を養い、子供の心身の健全

な成長を図ることを目的として続けられており、

昭和27年に田名部地区少年愛護会などにより第１

回の合同運行を皮切りに今年度で62回を迎えてお

ります。子どもネブタ合同運行参加団体数は、平

成元年の41団体をピークに、少子化に伴い参加団

体が年々減少し、今年度は10団体でした。子ども

ネブタの参加については、各町内会において判断

され、昭和55年に子どもネブタ運営委員会会則を

定め、参加団体の方々により運営委員会を毎年立

ち上げ、自主事業として運行されております。

衰退の主な原因としては、子どもネブタ運行の

中心となる子ども会の会員数が減少したこと、そ

して地区の子ども会を支援する育成者の人数が減

少したこと、この２つが上げられるものではない

かと考えております。平成９年時点での子ども会

の団体数は43団体、会員数は1,786名でありまし

たが、平成25年４月現在では17団体、438名にま

で減少しております。教育委員会といたしまして

は、子供の健全育成の意味からも、子ども会の減

少や合同運行の参加団体の減少に歯どめをかける

べく中央公民館が窓口となり、子ども会の育成や

育成者の養成などの事業を実施するほか、合同運

行に際しては交通規制の看板設置や運行先導車と

緊急車両として公用車の運転等運行が安全に行わ

れるように人的支援に努めてきたところでありま
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す。

ご質問の２点目、市のできる援助についてお答

えいたします。近年各地区においてネブタばやし

の調子がまちまちであることを踏まえ、公民館で

は笛や太鼓の講師を招き、ネブタばやし講習会の

開催や子ども会の組織の充実に向けたジュニアリ

ーダー研修会など各種施策を展開しておりますほ

か、市の補助制度の活用につきましても助言をし

ております。

議員お尋ねの補助金につきましては、今年度は

子どもネブタ運行委員会に対して市が実施するむ

つ市希望のまちづくり補助金が交付されておりま

す。当該補助金につきましては、教育委員会が所

管する事務ではありませんが、単年度ごとの申請

になりますことから、新年度におきましても担当

部署が所定の審査を行った後に判断されるものと

思っております。

また、補助金の額に対するお尋ねでございます

が、行政が実施する補助金は補助の対象事業の一

部について補助するという性格のものであります

ので、補助を受ける側にとりましては、満足のい

くものではなかったかもしれませんが、合同運行

を支えるうえでは一定の効果があったものと思っ

ております。

教育委員会といたしましては、今後も人的支援

を初め、さまざまな支援を継続してまいりたいと

考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じま

す。

〇議長（山本留義） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 石田議員の地熱発電

についてのご質問の４点目、地表調査の着手時期

及び発電所建設から操業までのタイムスケジュー

ルについてお答えいたします。

地熱資源開発の一般的なスケジュールとして

は、地表等の調査に約２年、地下探査に約３年、

環境アセスメントに約３年から４年、開発建設に

３年から４年と見込まれておりまして、調査から

操業開始に至るまでには約11年から13年の歳月を

要するプロセスとなっております。一方、小規模

な発電施設であれば、環境アセスメント等の省略

も可能となることから、比較的短期間のうちに低

コストでの事業化が可能となるとのことでござい

ますが、現在では規模の大小にかかわらず、地下

探査の短縮化の研究開発、環境アセスメント迅速

化手法の研究などが進みまして、また国において

も各種規制の合理化に向けた取り組みもあるとい

うことで、10年以上の期間というものが短縮され

る傾向にあるようでございます。

当市における地表調査の着手時期につきまして

は、現段階では未定ではございますが、連携協定

締結後におきまして、北日本新エネルギー研究所

と協議研究を重ねて、なるべく早い時期に取りか

かりたいと考えております。

以上でございます。

〇議長（山本留義） 10番。

〇10番（石田勝弘） ご丁寧なご答弁、ありがとう

ございました。若干再質問させていただきます。

まず、地熱発電について、弘前大学北日本新エ

ネルギー研究所との協定締結時期は３月27日とい

うことが決まったようでございます。その後市民

の理解を深めるための講演会が多分先になるかと

思いますが、恐らくその事業は経済産業省の地熱

開発理解促進関連事業の事業費を使うのかなと思

うのですが、その事業はできるだけ早くしたほう

がいいと思うのです。それについてのご答弁はな

かったので、それをお聞きします。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 講演会、勉強会等につきま

しては、今東北経産局、また経済産業省のほうで

も、さまざま補助申請につきまして、今その部分

を進めておりますので、これが決定し次第早く取

りかかりたいと。講演会、勉強会、また議員各位
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のさまざまな勉強会等もひっくるめまして、そう

いうふうなことを今検討して、申請を間もなくす

るところでございます。それが決定し次第早く取

りかかりたいと、このように思っております。

〇議長（山本留義） 10番。

〇10番（石田勝弘） その申請については、大体今

月の中ごろに書類を出すとか、来月の初めになる

、 、かわかりませんが そういう状況なのかなという

私の聞いた範囲の話ですが、そうなれば、それに

オーケーすれば、大体６月、７月、８月ぐらいの

あれですか、そういう見込みが成り立ちますか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 申請につきましては、新年

度に向けての事業でありますので、３月中に申請

をしたいと。その後要するに認められれば、どの

時期に認められるのか、ちょっとまだ予測がつき

ませんので、大体そのころに認められれば、そう

いうふうな形の講演会、勉強会、市民の皆様方、

それから多分現地の視察なんかも可能性があるの

。 、かなと そういうふうなものをひっくるめまして

、 、今申請準備を進めて ３月中には申請をしたいと

こういうふうに思っています。

〇議長（山本留義） 10番。

〇10番（石田勝弘） 恐らく３月中の申請だと、そ

んなに遅くなく認められる、多分弘前大学とむつ

市が共同でやるわけですので、なかなかスムーズ

。 、に私はいくと思います いくように期待しますし

努力をして、早目にスタートしていただきたいな

と。それは希望しておきます。

その場合、講演会となれば、例えばどういう対

象で講演会をなさるということになりますか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 講演会の内容等もこれから

申請をして、それの補助が決定しましたら、さま

ざまな形で取り組むわけでございますけれども、

まず議会のほうの理解をいただくための講演会、

勉強会、そして広く一般市民の方々、そういうふ

うな形になっていくものと、今の時点ではそうい

うふうに考えております。

〇議長（山本留義） 10番。

（ ） 、〇10番 石田勝弘 その後実施主体ということで

以前新聞報道には企業を募る一方、市が事業費の

一部を負担するケースもあるか、第三セクターみ

たいなものですか、そういうこともあり得ると思

いますか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） この開発理解促進事業や地

表調査、地下探査事業、これまでは市がかかわっ

ていきます。そして、地下探査の結果、これを踏

まえた後に、まずどの程度の規模の、要するにポ

テンシャルがあるのか、発電ができるのか、それ

で事業化ができるかどうかの判断ということにな

ろうと思います。現在では燧岳周辺、それなりの

ポテンシャルがあるというふうな、ＮＥＤＯでの

調査、今から数年前の調査では、200度を超える

というふうな地熱のポテンシャルがあるというふ

うなことが判明しているようでございますので、

それがそのまま可能なのかどうか、そのことによ

って事業化が判断できると、こういうふうに思い

ます。

、 、そして その事業化がゴーということになると

今石田議員お話しのように、市が一部担うことも

あろうかと思いますし、また市がそこには出資も

しないで民間事業の方々に委ねていくというふう

な可能性もあろうと思います。その部分には、公

募によって事業主体を選定していくというような

方法なども考えられるのではないかと。この部分

では、その枠組みがどういうふうなものがふさわ

しいのかということもあわせて研究をしていかな

ければいけないものと。今段階では、どこどこと

いうふうな形で市がかかわっていくとか、市が関

与しないとか、そういうふうなところの事業化の
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段階で、事業化ができるというふうな判断が調査

の結果できましたら、じっくりとこの部分につい

ては北日本新エネルギー研究所等とも相談をしな

がら進めていく必要が、今の段階では固定化して

おりません、その部分においては。

〇議長（山本留義） 10番。

〇10番（石田勝弘） 燧岳の地熱発電を目指してい

るのが当方だけではなくて、もう既に先進といい

、 。ますか オリックスがスタートしているのですね

風間浦地区になりますが、平成26年２月25日のこ

れ新聞報道ですが、その報道では、発電開始は最

短で３年以内、出力は2,000キロワット前後だと

いう、小規模なのですが、その地熱発電を目指し

ていて、発電が事業化できれば地元主導の活性化

事業を支援するなどのいろんな取り組みをすると

いうことでございますが、例えば今私たちのやろ

うとしている地熱発電の現場で2,000とか3,000と

か5,000とか、そういう規模の発電になるかなら

ないかはわかりませんが、なるとしたら何年ぐら

いでできると思いますか。例えば5,000キロワッ

トぐらいの発電の場合は。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 風間浦村の取り組み方は、

報道では承知しております。2,000キロワットと

いうふうなお話を報道では知っておりますけれど

も、当市で考えているのは、それよりももっと燧

岳に近い部分でございました。そして、むつ市の

行政区域にあるというふうなところでのポテンシ

ャルがＮＥＤＯの調査によって非常に高いものが

。 、あるということでございます 風間浦村のほうは

2,000キロワットというふうなことでございます

ので、さまざま先ほど壇上でもご説明しましたよ

うに、環境アセスメントが必要ないとか、そうい

うふうなものの規模でございますので、うちのほ

うで考えているのは、もっと桁が違うのが可能性

があるのではないかというふうな、そのＮＥＤＯ

の調査をもとにした文献調査によるというふうな

部分ではちょっと桁が違う可能性もあると。その

ためには、やはり調査を進めていかなければいけ

ないという状況でありますので、そういうふうな

結果が出ましたら、規模の大きいほう、細々つく

るよりも規模の大きいほうに取り組んでいったほ

うがよろしいのではないかと。これもまた調査の

結果を踏まえての判断になろうと思いますけれど

も、そういうふうな方向で考えております。

〇議長（山本留義） 10番。

〇10番（石田勝弘） 地熱発電の操業をしたならば

の地元貢献ということで、先ほど壇上で市長がお

っしゃいました電源三法交付金の交付もあるし、

固定資産税も入ります。雇用の効果もあるし、地

元での消費効果もあると、観光資源としての活用

もあるし、今多いところでは１年当たり４万人の

集客を集めている地熱発電所もあるそうでござい

ますので、今おっしゃいましたように、できるだ

け大きないい発電所をつくれるような、そういう

目標を持って取り組んでいただきたいと思いまし

て、それはご期待申し上げます。

次は、教育行政についてお尋ねいたします。ま

ず、体罰行為について、その後の教育委員会の対

応でございますが、被害児童の心のケアとか、そ

ういうのは当たり前の話で、もう二度とこういう

ことを起こさないような手だてというのは、先ほ

ど教育長が壇上で述べましたが、スクールサポー

ターあるいは小中一貫教育学習支援員の増員、も

うこれが一番だと思うのですが、それをどういう

規模で行えるのか、それをお聞きします。

〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） ただいまの質問にお答えし

ます。

スクールサポーター、そして小中一貫教育学習

支援員、現在は小中一貫教育学習支援員は10名、

そしてスクールサポーターが26名となっておりま
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す。学校からの要望といたしますと、もう少しス

クールサポーターについて増員してほしいという

要望等がございますので、その辺ができるように

教育委員会としても努力をしているというところ

でございますが、なかなか財政事情等もございま

すので、今のスクールサポーターの人数というの

は、各市のスクールサポーターと比べてもむつ市

は大変人数を多く配置してもらっているところだ

ということをお伝えしておきたいと思います。

以上でございます。

〇議長（山本留義） 10番。

〇10番（石田勝弘） スクールサポーターは各市と

比べても優遇されているというか、人数が多いと

言いますが、ほかと比べる必要はありません。む

。 、つ市はむつ市です これで必要があると思ったら

やっぱりどんどん市長に予算要求すべきです。市

長は、恐らくオーケーするでしょう。そういうこ

とで、ひとつ学校が求めるスクールサポーターの

増員を求めて、それも要望といたします。

次、教育委員会の改革についてですが、教育長

のご答弁もなかなかできにくい質問だと思います

けれども、きょうの新聞報道では、こういうふう

になったのは、いじめ問題がありまして、なかな

か解決しない、教育委員会の対応がおくれた、そ

れで責任体制を明確にするために改革するのだと

いうお話が載っておりました。しかし、安倍首相

は、前回のときも教育委員会改革を強く望んでい

たのです、しなかったのですが。ですから、これ

はこじつけです。いじめがあったからこうなった

のではなくて、あの人の思想ですよね。だから、

一番恐れるのは、やっぱり首長の権限の強化。こ

れは、うちの市長はすごく民主的な方だから、そ

ういう我田引水的なことはしないと思いますが、

だけれども、これ延長していけば、思想統制につ

ながるというような非常に怖いことにもなるので

す。それについて、教育長はどうお考えですか。

〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 現在の教育委員会制度とい

うのは、政治的な中立性、そして継続性、それか

ら安定性、これが確保されたすぐれた制度である

というふうに私は考えておりますし、それが57年

間続いてきた理由であろうというふうに思ってい

ます。したがいまして、現在教育委員会制度改革

が議論されている中で、どのように改革されよう

とも、そこのところを確保した委員会制度にして

ほしいというのが私の考え方でございます。

以上です。

〇議長（山本留義） 10番。

〇10番（石田勝弘） 答えにくい質問をいたしまし

て、申しわけございません。

最後に、むつ市子どもネブタについてお伺いし

ます。市での取り組みというのはなかなか難しい

といいますか、できる限りのことをやっているの

はよくわかっております。最近では、合同運行に

参加するネブタが減った理由の一つに交通問題、

警察からの基準が厳しくなって、ネブタを引っ張

って長い距離を歩くのはちょっとできなくなっ

た。そういう意味で、大曲、金曲地区など遠いと

ころの子供たちは、合同運行に参加できなくなっ

て、その地域でやっているというようなお話も聞

いております。交通問題に関しては、我々として

どうしようもないので、それを参加させるような

方策、それについての別な意味の補助金というよ

うなものは、創作というか、経費をできないもの

ですか。教育長、どうでしょうか。

〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） ただいまの質問は、郊外に

ある団体の合同運行への参加支援ということだと

、 、思うのですが 昨年８月の合同運行に際しまして

大曲地区、それから金曲地区、赤川地区の３団体

が、この３団体とも参加の予定でありましたけれ

ども、合同運行集合場所へのネブタの移動につき
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まして、子供たちの安全を確保するために地区の

大人たちが行い、子供たちは運行委員会で市の補

助金からバス借上料を見込み参加すると、このよ

うな段取りとなっていました。ところが、運行日

にネブタを移動するに当たって協力できる大人の

人数が確保できないと。結果として合同運行への

参加を断念せざるを得なくなったと、こういうこ

とでございます。教育委員会といたしましては、

そのような事例といいますか、ほかの団体にも共

通する課題として捉えておりまして、お尋ねの移

動にかかる経費の援助につきましても、むつ市子

どもネブタ運行委員会のみならず、子ども会を支

援するむつ地区子ども会育成連合会などの関連団

体と連携することや、他の補助金制度の活用、さ

らには育成指導者の養成を初めとした子ども会組

織全体の活性化策を充実していく中で補っていき

たいというふうに考えておりますので、ご理解を

賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 10番。

〇10番（石田勝弘） 子ども会に対してのいろんな

ご指導と援助、今以上にしていただくことを要望

いたしまして、私の質問を終わります。

〇議長（山本留義） これで、石田勝弘議員の質問

を終わります。

ここで、昼食のため午後１時まで休憩いたしま

す。

午前１１時５７分 休憩

午後 １時００分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎鎌田ちよ子議員

〇議長（山本留義） 次は、鎌田ちよ子議員の登壇

を求めます。22番鎌田ちよ子議員。

（22番 鎌田ちよ子議員登壇）

〇22番（鎌田ちよ子） 22番、公明党、公明・政友

会の鎌田ちよ子です。この冬は、大変厳しい寒さ

でありました。本日も冬のような天候ですが、暦

は３月、日差しが日を追うごとに少しずつ春の兆

しを感じさせてくれます。

梅香る弥生３月は、別れの季節でもあります。

ここにご出席の部長職の皆様を初め、今年度で退

職される職員の皆様には大変お世話になりまし

た。ご健康に留意され、心豊かに新たな活躍をお

祈り申し上げますとともに、今後も豊富なご経験

、 。からのご指導 ご教示をいただきたいと存じます

むつ市議会第219回定例会に当たり一般質問を

いたします。市長並びに教育委員会委員長、理事

者におかれましては、明快かつ具体的で前向きな

ご答弁をよろしくお願いいたします。

質問の１、障害者支援、発達障害者支援、社会

生活技能訓練についてお伺いいたします。

平成17年４月１日に施行された発達障害者支援

法に、発達障害とは、自閉症、アスペルガー症候

群、そのほかの広汎性発達障害、学習障害、注意

欠陥多動性障害、そのほかこれに類する脳機能の

障害であり、その症状が通常低年齢において発現

するものと規定されており、発達障害のある方が

能力を生かすためには社会全体で発達障害につい

て理解することが求められています。そして、発

達障害を早期に発見し、幼児期から青年期まで、

それぞれの年齢や特性に応じて適切な支援が受け

られる体制づくりなどへの努力が明記されていま

す。

支援において、就学前、学齢期、青年期という

ライフステージをつなぐ一貫した支援体制づくり

が課題です。就学前の相談や療育は障害福祉課、

就学すると教育委員会、そして卒業するとまた障

害福祉課と、行政の縦割りの中で連続性のある支

援が必要でありながら難しいという課題が指摘さ
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れ、保健、福祉、教育、療育、雇用などの連携と

いうことが大きな課題でありながら、進んでいな

い現状にあります。

私たちが社会で生活するとき、意図せずに社会

で生きるための手段を身につけています。さまざ

まな状況において、言葉や態度に気をつけたり、

相手の表情や発する言葉から意図するものを判別

し、対処することができます。これは、成長過程

におけるしつけや、周囲を観察しながら学習して

きたからです。発達障害を持つ人は、人とのコミ

ュニケーションにおける推測や予測が不得意であ

り、柔軟な対応は困難です。そして、社会生活、

特に集団生活における人間関係に大きな支障を来

します。暗中模索、毎日が手探りであり、孤立し

て不登校になることも多いと言われます。学習面

では優秀な人も、大学を出て就職をしてから人と

のコミュニケーションに苦労するケースが多いの

です。このような状況が長く続くと、鬱症状等の

二次障害、さらに三次障害を引き起こし、社会生

活を営むことが難しくなります。障害を持つ人た

ちに早い段階で自分の障害を理解する機会と社会

で生活するための技能を習得することが必要で

す。技能訓練の場となる学びの教室設置について

お伺いいたします。

米子市では、2006年 「まなびの教室」とあわ、

せて保護者支援のための相談窓口「まなびの支援

室」を設置し、通級に通いながら保護者が気軽に

相談できる体制づくりをされています。

本市では、第二田名部小学校にことばの教室が

設置され、子供さんの言葉の発達に対する適応指

導と保護者への教育相談に対応しています。こと

ばの教室設置と同じように、まなびの教室設置が

今最も必要です。社会生活技能訓練の必要性につ

いて、ことばの教室設置の経緯と成果についてご

所見をお伺いいたします。

次に、サポートブックについてお伺いいたしま

。 、す 子供の生い立ちやライフステージごとの医療

療育、教育などに関する情報のほか、子供の成長

に応じ受診した医療機関や社会福祉制度の利用状

況などを記入するサポートブックについてお伺い

いたします。

長野県佐久市は、発達障害などがある子供さん

の様子を保護者が記入し、就園、就学などによっ

て支援者がかわっても支援のための情報が正確に

伝えられるサポートブック「虹のかけはし」を配

布し、好評と伺いました。サポートブックには、

乳幼児期の運動や言葉の状況、発達に関しての受

けた診断、相談、療育内容などが記録できます。

また、支援に役に立つ情報として、食事、学習な

どの生活の様子や行動の特徴、有効だった支援内

容など、保育園、幼稚園段階から高校３年生まで

の記入ができるようになっています。１人の子供

さんに医療、福祉、教育、保健など多くの職種が

かかわっており、関係者が同じ情報を共有するこ

とで個別支援の大きな力になっています。サポー

トブックについてお伺いいたします。

質問の２、高齢者施策、１、高齢者の孤立死、

徘回対策についてお伺いいたします。厚生労働省

の推計により、65歳以上の約４人に１人が認知症

か、その予備群とされ、地域社会全体で取り組ま

なければならない問題です。高齢化と少子化が著

しい本市では、行政主導でサポートしていかなけ

ればならない喫緊の課題と認識し、お伺いいたし

ます。

孤立死について、最近の調査でひとり暮らしを

する65歳以上の男性のうち、会話の頻度が２週間

に１回以下という人が６人に１人という衝撃的な

結果が報告されました。また、孤立により高齢者

の認知症がふえることを懸念する声もあります。

地域の人々が日ごろから高齢者にかかわり、早く

変化に気づき、対応することが発症の抑制につな

がります。地域力が心配されている昨今、現状、
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民生委員、在宅介護支援センター関係者の力によ

るところが大きいと思います。介護保険を利用し

ていない方や民生委員さんがかかわっていない方

がネックになっています。安否確認のほかに健康

状態や生活状況を把握できるような命を守るネッ

トワークのさらなる強固な構築をと考えます。本

市の現状と民間事業者の協力状況についてお伺い

いたします。

次に、介護マークの配布事業について。認知症

や障害のある人を異性が介護する場合、周囲から

見ると介護していることがわかりにくく、トイレ

の付き添いや下着を購入するときなど、誤解や偏

。 、「 」見を持たれる場合があります 静岡県では 介

という文字を人が互いに支え合うイメージをアレ

ンジし、そのうえで「介護中」のマークの文字を

手で優しく支えるデザインの介護マークを考案

し、普及に努めています。作成したきっかけは、

平成21年７月に行われた県主催の認知症介護家族

者との意見交換会で、介護家族から認知症の人の

介護は外見では介護していることがわかりにくい

ため、誤解や偏見を持たれて困っている、介護中

であることを表示するマークを作成してほしいと

いう要望が寄せられたことがきっかけで、要望に

応え、介護する方が介護中であることを周囲に理

解していただくために、また在宅介護者を支援す

る取り組みとして、全国初の介護マーク作成に至

りました。そして、厚生労働省老健局高齢者支援

課も介護マークの普及について通達するなど、介

護マーク配布に取り組む自治体がふえ、全国に広

まり １月末現在 388市町村で作成 配布中 69市、 、 、 、

町村で取り組み予定です。介護する人に優しいま

ちをと願っています。介護マーク配布事業につい

てお伺いいたします。

次に、詐欺被害対策について。全国の警察が昨

年１年間に把握した振り込め詐欺などの特殊詐欺

の被害総額は約486億9,000万円に上り、過去最高

と発表されました。被害件数も前年度に比べ

3,305件多い１万1,998件、被害のうち現金手渡し

型の割合が42.7％で最多となっています。振り込

み型は39.8％、郵便や宅配便で現金を送らせる送

付型は15.6％です。昨年本県で確認された被害総

額は２億8,748万円に上り、過去最悪の被害額と

なりました。

特殊詐欺とは、振り込め詐欺、オレオレ詐欺、

還付金等詐欺、融資保証金詐欺、架空請求詐欺と

振り込め類似詐欺、金融商品等取引、ギャンブル

必勝法、異性交際あっせん、そのほかダイヤモン

ド購入等の総称です。被害者の約60％が65歳以上

、 。の高齢者で 女性が多いという結果が出ています

息子や孫に成り済まして電話をかけ、現金を振り

込ませるオレオレ詐欺が急増したのは10年ほど前

からです。善意につけ込み、お金をだまし取る悪

、 、 、質さ 取られた側は 金額以上にその悪意に触れ

心が傷ついています。被害に遭い、自分がばかだ

ったと嘆き悲しみ、人間不信が広がり、殺伐とし

た社会への不安が募ります。

詐欺被害防止策については、私たち市民生活に

最も身近な問題です。新年度県むつ合同庁舎内の

消費生活センターむつ相談所がなくなるとの報道

がありました。市の対策として、これまで以上に

充実させていかなければならないと考えます。被

害実態の把握と対策について、相談業務の現状と

課題について、高齢者への消費者教育の充実につ

いてご所見をお伺いいたします。

質問の３は、ひとり親家庭支援について。ひと

り親支援として、夫と離別、死別した母子家庭に

は年間35万円の税金控除である寡婦控除が受けら

れます。1951年に始まった寡婦控除は、夫との死

別や離別した母子家庭に適用され、その後父子家

庭も対象となりました。ところが、未婚の場合に

は、適用されません。所得算定の結果、所得税、

地方税、国保税、公営住宅賃料、保育料などで著
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しく不利益をこうむっています。離婚や死別の場

合、所得が125万円、給与収入で204万4,000円、

それより少なければ非課税となります。しかし、

未婚のひとり親家庭の場合は対象となっていませ

ん。日本弁護士連合会も、母にとっても子供にと

っても合理性のない差別と指摘しています。経済

格差が広がっています。中でも母子家庭世帯の貧

困が深刻です。ひとり親家庭の生活の安定と自立

の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図ることを

目的として児童扶養手当制度があります。本市の

現状について、婚姻歴のないひとり親の実態につ

いて、みなし寡婦控除の導入についてお伺いいた

します。

質問の４、子供の健康について。子供の肥満に

ついてお伺いいたします。本年１月末の地元新聞

に 「下北の悩み 目立つ児童・生徒の肥満」と、

大きく報道がありました。短命の本県で特に寿命

の短さが目立つむつ下北です。児童・生徒の肥満

出現率が全ての学年で県内他地域を上回ってお

り、幼少期の肥満が将来の生活習慣病につながっ

ているのではとの関係者の見解でした。子供の肥

満は、世界的流行で、アジアでも都市部で増加し

ています。成長期の肥満は、生活習慣病の温床と

なることが多く、脂肪肝や高血圧などのメタボリ

ック症候群を約30％合併すると指摘されていま

す。

子供の肥満の原因は、身体活動時間の低下、車

社会、テレビ、テレビゲーム機の普及、清涼飲料

水、ファストフード型食事、飽和脂肪酸の摂取過

剰や野菜嫌い、夜型生活などが関連していると思

われます。子供の健康には最優先課題として取り

組まなければならないと考えます。就学前、就学

後の現状と課題、今後の早急な対策についてお伺

いいたします。

次に、小・中学生の視力についてお伺いいたし

ます。昨年12月13日発表された文部科学省の

2013年度学校保健統計調査では、裸眼視力1.0未

満の高校生の割合が65.8％に上り、前年度より

1.3ポイントも上昇し、過去最高で、小学生は

30.5％、中学生で52.8％、これも最高でした。文

部科学省は、パソコンやゲームに加え、スマート

フォンの長時間利用が影響しているのではないか

と報告しました。子供たちの視力低下の傾向がと

まりません。子供の視力の現状と今後の対策につ

いてお伺いいたします。

次に、子供たちのメディアからの影響について

お伺いいたします。テレビやゲーム、携帯電話な

、 、どのメディアの長時間使用により視力低下 体力

運動能力の低下、メディア依存症、生活リズムの

乱れ、コミュニケーション能力の低下などさまざ

まな問題が指摘されています。マスコミ報道でネ

ット依存がテーマに上げられています。ネット依

存とは、オンラインゲームというのにはまり、１

日に20時間もゲームをし続け、ネットに触れられ

ないといらいらし、食事もしない、お風呂にも入

らず部屋にこもりっきりになるなど、日常生活に

影響が出ている状態です。日本小児科学会でもメ

ディアからの子供への健康影響を問題視し、具体

的な提言をしています。子供たちや保護者への注

意喚起と今後の取り組みについてお伺いいたしま

す。

以上、４項目について壇上より質問をいたしま

した。明瞭かつ具体的前向きなご答弁をお願いい

たします。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 鎌田議員のご質問にお答え

いたします。

障害者支援についてのご質問の１点目、社会生

活技能訓練についてでありますが、まず社会生活

技能訓練とは、ソーシャルスキルトレーニングの

、 、 、略で ＳＳＴとも呼ばれ 認知行動療法の一つで
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社会生活での対人関係を中心とするコミュニケー

ション技能のほか、身辺自立にかかわる日常生活

技能、また服薬自己管理など疾病の自己管理技能

などを訓練する精神療法であります。現在では、

精神障害のある人たちの自己対応能力を高めたり

自立を支援するために医療機関や各種の社会復帰

施設、作業所、矯正施設など多くの施設で実践さ

れているようであります。また、特に小児の分野

では、社会的スキル訓練とも呼ばれ、集団生活で

のコミュニケーションが不得手、相手の意図や場

の雰囲気を読むのが苦手、大きな声や音などに対

し混乱、パニックに陥るなど、このような発達障

害のあるお子さんが集団生活において良好な対人

関係を築き上げ、社会生活に溶け込んでいけるよ

うに訓練、指導を行う、その社会生活技能訓練の

効果、役割につきましては、鎌田議員同様、大変

大きなものがあると理解しているところでありま

すので、ご理解賜りたいと存じます。

なお、ことばの教室設置の経緯と成果につきま

しては、担当からお答えいたします。

次に、ご質問の２点目、サポートブックについ

てでありますが、市教育委員会においては、平成

24年度から障がいのある子の保護者に対し、成長

の過程やこれまでの支援内容及び医療機関での記

録等を記入できる相談支援ファイルを小学校入学

前に配布しております。また、青森県発達障害者

支援センター「ステップ」においては、平成20年

からサポートブックと同様の目的、内容のサポー

トファイルを、さらに青森県手をつなぐ育成会で

は、生活支援ノートを必要な方に対しご案内をし

ているということであります。このサポートブッ

ク等の活用は、被支援者の情報を詳細に関係者に

伝え、適正な支援につなげることができ、保護者

が何度も同じことを説明する手間が省ける等、支

援をつなぐうえで効果のあるものだということは

よく承知しております。しかしながら、保護者が

適正に記録し続けることが困難なケースが多々あ

り、必要なときに十分にサポートブック等を活用

することができない状況もあると伺っており、強

制できるものではなく、保護者の判断に委ねるし

かないため、なかなか浸透していないのが現状の

ようであります。

平成24年４月より障害福祉サービスを利用する

全ての方は、サービス等利用計画の作成が必要と

なり、相談支援専門員等が生育歴等を聞き取った

うえでさまざまな支援をしておりますが、聞き取

りだけでは十分な情報を得ることができないこと

も認識しております。

サポートブックは、障がいがある子供たちの情

報を伝える有意義な支援ツールの一つですので、

その活用について検証し、他の自治体の取り組み

等を研究してまいりたいと考えておりますので、

ご理解賜りたいと存じます。

次に、高齢者施策についてのご質問の１点目、

孤立死、徘回対策についてお答えいたします。孤

立死の背景としては、当市においても人口減が進

む中でも世帯数がいまだにふえ続けており、核家

族化が進んで家族形態が変化してきていること、

ご近所同士のつき合いが疎遠となり、地域コミュ

ニティが希薄化していること、ひとり暮らしをよ

しとし、他人とのかかわりを避け干渉しないとい

う風潮が広がってきていることなどが上げられる

のではないかと思われます。

当市では、現在65歳以上の方のうち、約12％の

方がひとり暮らしとなっておりますが、このよう

なひとり暮らしの方の孤立死という状況を防ぐた

めに 市では緊急通報体制等整備事業により 65歳、 、

以上の方だけで構成される世帯やひとり暮らしの

方に緊急通報装置を貸し出しし、急病などの緊急

時に迅速な対応を行い、心身の異常の早期発見に

努めており、また食の自立支援サービス事業で対

象者に週２回夕食を提供し、配達の際に高齢者の
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方々の安否確認を行っております。

ひとり暮らしの高齢者の状況把握につきまして

は、地域包括支援センターの補助機関である在宅

介護支援センターにおいても高齢者実態把握事業

により６カ月に１度訪問し、心身の状況や家族の

状況を調べ、生活の変化を見逃さないように努め

ております。また、民間事業者との協力体制につ

きましては、生活協同組合コープあおもりと高齢

者等見守りの取り組み推進に関する協定を現在検

討中であります。

次に、徘回対策についてですが、徘回症状のあ

る認知症患者のご家族の心労はいかばかりかと察

せられます。市では、平成21年度から市内３カ所

の地域包括支援センターを中心に認知症サポータ

ー講座を開催しておりまして、小学生から高齢者

。層まで1,300人を超える皆様が受講しております

認知症サポーター講座を受講された方々には、そ

れぞれが地域での活動の際に認知症の方々を温か

く見守っていただくとともに、認知症の方々の早

期発見に努め、声がけ等で危険防止にも寄与して

おります。今後とも認知症への理解を深めていた

だくための啓発活動を推進するとともに、徘回の

症状が出た場合は、民生委員の方々等のご協力を

得ながら、さらに地域が一体となった取り組みが

必要となるものと考えております。

いずれにいたしましても、孤立死、徘回対策に

つきましては、行政の取り組みだけでは限界があ

ります。今後他市の状況等も参酌し、高齢者の見

守り等にご協力いただける事業者とのさらなる連

携も見据えつつ、ご近所の方々とのつながり、地

域コミュニティを深める方向での取り組み等を鋭

意研究してまいりたいと考えておりますので、ご

理解賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、介護マーク配布事業に

つきましては、担当部長からお答えいたします。

次に、ご質問の３点目、詐欺被害対策について

お答えいたします。市では、平成21年に施行され

た消費者安全法に基づき、平成23年10月にむつ市

消費生活センターを開設し、青森県むつ合同庁舎

内に設置されている青森県消費生活センターむつ

相談室と連携しながら、消費者からの相談に対応

してまいりましたが、相談件数は３年連続で増加

しております。議員ご発言のとおり、３月をもっ

て青森県消費生活センターむつ相談室が廃止され

ると伺っておりますが、新年度からはむつ市消費

生活センターの相談員を２名に増員し強化を図る

とともに、下北郡内４町村の要請を受け、消費生

活相談業務を広域で対応してまいりたいと考えて

おります。

また、詐欺被害については、報道等による当市

の情報はあるものの、当センターにおける被害相

談の実績はなく、地域の現状を把握するため、む

つ警察署生活安全課に確認したところ、機密のた

め情報提供は難しいとの回答をいただいておりま

す。当センター相談者は、60歳以上の方が半数近

くを占めており、中でも電話勧誘販売に関する相

談が約８割となっていることから、新たな対策と

して迷惑電話を未然に防ぐ機器を活用するなど、

被害の防止に努めているところであります。

また、高齢者詐欺被害防止対策として、市内３

カ所の地域包括支援センターにおいて、権利擁護

事業の一環として高齢者への悪質な訪問販売等の

相談に応じており、相談者を消費生活センターへ

つなぐという連携体制をとっております。

高齢者の詐欺被害防止の取り組みとしては、保

健、医療、福祉など高齢者と接する機会の多い現

場職員で構成される地域ケア会議において県消費

生活センターから講師を招き、高齢者に多い消費

者被害についてをテーマに消費者トラブルの特

徴、解決方法、発見のポイント等について学習会

を開催し、高齢者のご自宅を訪問した際に声がけ

などして被害防止に努めているところでありま
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す。今後さらに出前講座や市広報紙等での啓発活

動に加え、市消費生活センターと地域包括支援セ

ンター等の相談機関が連携し、また民生委員の方

々のご協力を得ながら詐欺被害防止に努めてまい

りたいと考えておりますので、ご理解賜りたいと

存じます。

次に、ひとり親家庭支援についてのご質問にお

答えいたします。ご質問の１点目、本市の現状に

ついてと、ご質問の２点目、婚姻歴のないひとり

親の実態については、担当部長からお答えをいた

します。

次に、ご質問の３点目、みなし寡婦控除の導入

。 、についてお答えいたします 鎌田議員のご質問は

大変時宜を得たものでありまして、みなし寡婦控

除の適用につきましては、県内市部に先駆けて、

平成26年度より子育て支援の一環として、対象と

なる市の制度全般について実施したいと考えてお

ります。詳細につきましては、担当より説明いた

します。

次に、子供の健康についてのご質問にお答えい

たします。子供の肥満について、視力について、

そしてメディアからの影響についての小学校就学

前の部分については、担当部長からお答えをし、

就学後の部分については、教育現場の視点から、

教育委員会からお答えをさせていただきます。

〇議長（山本留義） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 鎌田議員のご質問にお答え

いたします。

４点目の子供の健康についてのご質問のうち、

小・中学生の現状と対策等についてお答えいたし

ます。

まず肥満についてでありますが、むつ市の児童

・生徒の肥満の現状といたしましては、平成24年

度の調査で、肥満傾向児の出現率は小学校で

15.3％、中学校で15.8％となっています。全国平

均と比較しますと、小学校で8.2ポイント、中学

校で7.1ポイント、県平均と比較して小学校で

4.3ポイント、中学校で4.4ポイントと全国平均、

県平均に対して大きく上回っている状況にありま

す。10年前の平成14年当時においても、むつ市と

全国を比較した場合、小学校、中学校とも肥満傾

向児の出現率は２倍以上となっておりました。肥

満が及ぼす身体への影響については、子供への教

育のみならず、家庭ぐるみでの対策が必要であろ

うと認識しております。

このような状況から、市内各校においては、児

童が地図上に仮想のゴール地点を設定し、日々の

走った距離を積み重ねゴールを目指すアースマラ

ソンや、保護者の車での送迎を控える徒歩通学デ

ーの実施など、体を動かすことを目的とした取り

組みを積極的に行っているほか、学校給食におき

ましては、バランスのとれた食生活を体現するた

め、ＰＴＡを対象にした給食試食会や児童・生徒

の自作弁当の日を設けるなど、食に対して正しく

認識を深める取り組みを行っています。

これら各校による食と運動に関する積極的な活

動によって、依然として国や県の平均に比べれば

高い水準ではあるものの、平成20年をピークに肥

満度の高い子供の出現率は確実に減少傾向をたど

っております。

また、青森県においては、短命県という汚名返

上の取り組みとして、健康あおもり21の事業を推

進しておりますが、その事業の一環として、平成

26年度には小・中学校に下北地域県民局が講師を

派遣し、子供の肥満対策のための健康教室を実施

することとしており、参観日などの機会を捉えて

児童・生徒だけではなく、保護者も巻き込んだ健

康事業を実施することが計画されておりますこと

から、家庭での家族ぐるみでの肥満対策に期待を

しているところであります。

次に、視力についてであります。むつ市の児童
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・生徒の視力の現状といたしましては、今年度の

調査で裸眼視力1.0未満の児童・生徒は小学校で

48％、中学校で67％となっております。全国平均

と比較して、小学校で17.5ポイント、中学校では

14.2ポイント 県平均と比較して 小学校で5.6ポ、 、

イント、中学校で4.7ポイントと全国平均、県平

均に対し大きく上回っている状況にあります。

10年前の平成15年当時においても、むつ市の小学

校で49.2％、中学校で59.8％と今年度と同じよう

に高い状況にあり、全国平均と比較して、小学校

で23.6ポイント、中学校で12ポイント、県平均と

比較して 小学校で11.7ポイント 中学校で1.5ポ、 、

イントと全国平均、県平均とも上回っている状況

にありました。

むつ市においては、眼科医による年１回の検診

と、全児童・生徒を対象に春と秋に２回の視力検

査を実施しており、その結果を家庭に通知するこ

とにより、視力の矯正や治療を要する場合には専

門医に受診するよう指導しております また 10月。 、

には、10月10日の目の愛護デーに合わせ、各学校

において保健活動の月間目標に目の健康を設定

し、保健の授業で目の大切さについて学ぶ時間を

設けたり、目の体操を取り入れれるほか、保健だ

よりなどを通じて児童・生徒、保護者に対し、視

力の低下につながる生活に対しての注意喚起を行

うなど、目の大切さにかかわる取り組み、周知を

行っております。

次に、メディアからの影響についてお答えしま

す。これまで教育委員会といたしましては、テレ

ビやゲーム、携帯電話等の長時間使用による健康

被害等にかかわる調査の実施はございませんが、

望ましい学習習慣の形成や生徒指導上の問題を解

決するために、テレビの視聴時間等の調査を実施

してまいりました。平成25年４月に実施いたしま

したむつ市総合学力調査で当時に行った意識調査

では、平日３時間以上テレビを見ると答えた小学

５年生は22％、中学２年生は24％となっておりま

す。前年度は、小学５年生は26％、中学２年生は

31％でしたので、減少してきている状況でござい

ます。ちなみに、約10年前の全国平均は、小学生

24％、中学生29％となっており、長時間にわたる

テレビ視聴の割合は増加していないということが

わかります。また、ゲームをする時間の調査結果

では、平日２時間以上ゲームをしている小学５年

、 。生が16％ 中学校２年生が15％となっております

前年度は、小学５年生が13％、中学２年生が16％

、 。でしたので 中学２年生は減少してきております

約10年前の全国平均の小学生22％、中学生25％と

。 、比較しても少ないことがわかります このことは

各学校が家庭と連携し、望ましい生活習慣を形成

するために継続してきた指導が、徐々にではあり

ますが、効果を上げてきているものと考えられま

す。しかしながら、平成25年７月にむつ市教育委

員会が実施した携帯電話に関するアンケート調査

結果では、小学校６年生の所持率21.9％、使用率

54.5％、中学生の所持率30.6％、使用率52.7％と

なっており、平成23年度の調査と比較いたします

と、所持率、使用率とも小・中とも２倍以上の増

加となっております。

また、携帯電話の１日の平均利用時間の項目で

２時間以上使用していると回答した小学生５％、

中学生27％という結果もあり、中学生になるとテ

レビやゲームの時間よりも携帯電話の使用時間が

長くなっていることがわかります。教育委員会と

いたしましては、年々増加傾向にある携帯電話等

の所持率や使用率に鑑み、インターネットを通じ

て行われるいじめや詐欺等の犯罪の被害等、イン

ターネット上のトラブルに児童・生徒が巻き込ま

。 、れる危険性について憂慮しております そのため

現在むつ市とむつ市教育委員会において策定作業

を進めているむつ市いじめ防止基本方針の中に、

市、学校、家庭、地域が一体となってインターネ
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ット上のトラブルから児童・生徒を守るための取

り組みの推進を位置づけております。しかしなが

ら、このような被害から児童・生徒を守るという

生徒指導上の視点だけでなく、議員ご指摘のとお

り、テレビやゲーム、携帯電話等の長時間使用は

生活リズムの乱れにつながり、ひいては児童・生

徒の健康を害することにもなり得るという視点は

大変重要なことであると考えております。したが

いまして、教育委員会といたしましては、これま

での情報モラル教育にかかわる取り組みの中で、

議員ご指摘の健康への影響を考えさせる指導も強

化していきながら、健康教育の推進へと広げてい

けるよう取り組みの充実を図ってまいりたいと考

、 。えておりますので ご理解を賜りたいと存じます

〇議長（山本留義） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（花山俊春） 障害者支援について

のご質問の１点目、社会生活技能訓練についての

市長答弁に補足説明いたします。

現在当市で実施しております発達支援事業とい

たしましては、未就学児指導教室、通称「ことば

の教室 、すこやか発達相談事業、通称「遊びの」

教室」及び保育所巡回相談事業などを実施してお

ります。

まず、ことばの教室についてでありますが、第

二田名部小学校の教室を借用して平成18年度から

実施しており、主に言葉のおくれが気になる未就

学児を対象として、話す力、聞く力、人とかかわ

る力を養い、安心して小学校に就学できるように

療育的指導を行っております。むつ養護学校など

のご協力をいただきながら、３名の療育指導員が

その指導に当たり、３歳から６歳までの児童の利

用者は、平成25年度において29名となっておりま

す。

次に、遊びの教室についてですが、発育発達の

おくれが疑われるお子さんとその家族を対象とし

て平成10年度から実施しており、青森県発達障害

者支援センターやむつ養護学校などのご協力をい

ただきながら、遊びを通して発達を促すための支

援や助言などを行っております。かわうちまりん

びーちでの海遊びや釜臥山スキー場でのそり遊

び、あるいは東通村でのブルーベリー狩りなど１

日コースが年６回、下北文化会館での半日コース

が年21回開催されるなど遊びの教室の登録者数は

年々増加傾向にあり、現在のところ66名となって

おります。

最後に、保育所巡回相談事業についてでありま

すが、平成18年度から実施しておりまして、継続

的に支援を必要とするお子さんについて情報交換

を行い、状況に応じてむつ養護学校や市教育委員

会のご協力をいただきながら、家庭や集団生活の

場においての対応や今後の方向性を導くことを目

的として実施している事業となっております。む

つ市といたしましては、各教室の参加者もふえて

きておりますことから、現在取り組んでいる事業

を継続しながら、また他自治体での取り組みにつ

いても参考としながら、就学を見据えたよりよい

支援体制を目指していきたいと考えておりますの

で、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、高齢者施策についてのご質問の２点目、

介護マーク配布事業についてお答えいたします。

介護マークにつきましては、現在静岡県を初めと

して茨城県、栃木県、新潟県、長野県、愛知県及

び島根県の７県で実施しておりますが、東北６県

においては実施している県はなく、市町村単位で

も岩手県１町、山形県５市町のみにとどまってお

り、青森県内では取り組んでいる自治体はありま

せん。青森県は、厚生労働省の通達後、認知症対

策検討委員会に情報提供し、利用について協議し

ていただいたそうですが、悪用することも考えら

れるという意見があり、結果として積極的に推奨

するところまで方向づけできず、介護マークを活

用するのは各市町村の判断でお願いしたいとのこ
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とであります。当市といたしましては、そのよう

な県の姿勢も踏まえつつ、認知症対応については

地域住民に対し、介護に関する知識の普及啓発を

図るため、市内３カ所の地域包括支援センターが

中心となり認知症サポーター養成講座や市内８カ

所の在宅介護支援センターに委託して、家族介護

教室を実施し、地域に住む要介護者及び家族介護

者に対する理解を広めているところであります。

したがいまして、今のところ介護マークを配布す

る必要性は低いものと考えておりますが、今後の

他市の動向を勘案し、研究していきたいと考えま

すので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ひとり親家庭支援についてのご質問の１

点目、本市の現状についてと２点目、婚姻歴のな

いひとり親の実態については、関連性がございま

すので、まとめてお答えいたします。

本市における母子家庭と父子家庭の状況であり

ますが、児童扶養手当法に基づく児童扶養手当受

給資格者の認定及び異動状況から、平成26年１月

末現在の母子世帯数は777世帯 父子世帯数は75世、

帯、合計で852世帯となっております。このうち

未婚の母子世帯は49世帯、未婚の父子世帯につい

ては１世帯で、合計50世帯となっており、10年前

の未婚の母子、父子世帯は合わせて34件でありま

すので、約1.5倍にふえております。

母子家庭及び父子家庭に対する経済的な支援と

いたしましては、児童が育成される家庭の生活の

安定と自立の促進を図ることを目的とした児童扶

養手当の支給、18歳に達するまでの子と親の医療

費の負担軽減をするひとり親家庭等医療費助成制

度、また就職に必要な資格、技能を身につけるた

めの講座を受講した費用の一部を助成する母子家

庭自立支援給付費補助事業、さらに母子家庭のみ

を対象とした事業ではありますが、経済的自立の

助成と生活意欲の助長を図ることを目的とした母

子寡婦福祉貸付金制度があり、修学資金や就学支

度資金として利用されております。

また、保育所の入所審査においては、優先順位

を高くし、親御さんの就労と子育ての面からの支

援にも努めておりますし、２名の婦人相談員を児

童家庭課に配置して、さまざまな相談業務に当た

っているところでもありますので、ご理解賜りた

いと存じます。

次に、ご質問３点目、みなし寡婦控除の導入に

ついて、市長答弁に補足説明いたします。まず、

寡婦控除は、女性または男性の納税義務者が配偶

者と死別し、もしくは配偶者と離婚した後婚姻を

していない場合、または配偶者の生死が明らかで

ない場合に受けられる所得控除です。しかし、こ

の寡婦控除につきましては、婚姻していたことが

条件となるため、同じひとり親世帯でも、婚姻し

ていたか否かにより税法上の控除が受けられる

方、受けられない方がおります。現在本市の認可

保育所に乳幼児が入所している母子、父子世帯は

186世帯ありますが、そのうち寡婦控除の適用外

となる戸籍上婚姻歴のない未婚の世帯は11世帯

で、このうち２世帯が市民税課税世帯のため保育

料が課されております。このみなし寡婦控除につ

いては、少しずつ全国的に広がってきております

が、本市においても保育料を初めとし、病後児預

かり事業の利用料金及び市営住宅の家賃について

も平成26年度より実施していくこととしておりま

して、ひとり親世帯へのさらなる経済負担軽減策

として取り組んでいきますので、ご理解を賜りた

いと存じます。

次に、子供の健康についてのご質問にお答えい

たします。まず、就学前の子供の肥満の現状と課

題、そして対策についてでありますが、市が集団

で行っております乳幼児健診は、10カ月児健診に

始まり、その後１歳６カ月、２歳、３歳と段階を

経て実施しているところであります。健診の際に

は、体重測定を行い、肥満あるいはやや肥満など
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の項目に分けて、それをデータとして整理してお

りますが、特に肥満割合が高いあるいは年々肥満

がふえているというような顕著な特徴はあらわれ

ておりません。参考までに申し上げますと、３歳

児健診における肥満あるいはやや肥満の割合は、

平成23年度1.2％、平成24年度0.8％となっており

ます。子供の肥満の70％は、食生活や運動習慣な

どの生活習慣によるものとされております。現在

策定中でありますむつ市健康増進計画第２次健康

、 、むつ21におきましても 短命市返上に向けまして

肥満対策はまさに今取り組まなければならない重

要課題の一つとして位置づけております。

市では、子供たちに正しい食習慣を身につけて

もらうために、幼稚園や保育園、小学校などに出

「 」 。向いて いただきます教室 を実施しております

また、ゆっくりとよくかんで食べることは肥満防

止にもつながることから、歯及び口腔の健康対策

として、虫歯予防教室や離乳食教室、そして各種

健康教室の場面において、正しい口腔管理ができ

るようにブラッシング指導などを行っておりま

す。

市といたしましては、今後とも子供の時期に形

、 、 、成される生活習慣の改善を図るため 家庭 地域

学校などと連携を図りながら、子供の肥満対策に

取り組んでいきたいと考えております。

次に、ご質問の２点目、就学前の子供の視力の

現状と課題、そして対策についてお答えいたしま

す。子供の視力は、生後外の世界を見ることによ

って、どんどん発達し、６歳ころには大人と同じ

くらいの視力になると言われております。そのた

め、６歳までに起きる目の異常は、視力の発達に

大きな影響を与えることとなり、また子供の目は

大人の目に比べると視力低下のスピードが３倍以

上速いと言われております。デジタル機器が氾濫

している現代におきましては、子供も大人も目を

酷使する状況がふえてきておりますことから、家

庭における子供の観察、子供への指導が非常に大

切になってまいります。３歳児健診において、国

際標準に準拠した視力検査を行っておりまして、

必要に応じて医師の診察につなげているところで

あります。平成24年度の３歳児健診受診者464名

のうち、眼科医の精密検査が必要なお子さんは

13名、うち３名が治療開始となっております。市

といたしましては、各種健康教室及び広報などを

通じ、子供の目の健康管理につきましては、広く

啓発周知してまいりますので、ご理解賜りたいと

思います。

最後に、ご質問の３点目、メディアからの影響

について、子供や保護者への注意喚起の取り組み

についてお答えいたします。テレビやゲーム、パ

ソコン、携帯電話などの長時間使用による健康被

害の問題が後を絶ちません。睡眠不足による生活

リズムの乱れ、コミュニケーション能力の減退、

視力低下、運動不足などさまざまな影響が懸念さ

れているところです。市では、10カ月健診の際に

赤ちゃん向けの絵本を配布したり、ボランティア

による読み聞かせなどを行うブックスタート事業

を実施しております。活字離れ、本離れが問題視

される中で、絵本を通して親子のきずな、触れ合

いを深めることを目的に実施している事業であり

。 、ます 取り組みとしては小さなものでありますが

できることを１つずつ積み上げ、各種健康教室な

どの場面におきまして、メディアがもたらす健康

への影響について、広く啓発していきますので、

ご理解賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 22番。

〇22番（鎌田ちよ子） 細部にわたり、丁寧なご答

弁ありがとうございます。

学びの教室については、私の思いが強いような

感じがありましたが、実はことばの教室と同じよ

うに重ねてお願いをいたしますが、発達障害の子

供たちには本当に大切な支援だと私は思います。
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遊びの教室も、もちろんそうでございます。常設

していただくのが本当に大切です。保護者の願い

は、何より子供の自立です。早期支援により、苦

手な部分を補う技術を学ぶことで自分を肯定的に

捉えられ、二次障害に陥ることを防ぎ、自立し、

働くことのできる大人への成長につながるので

す。この学びの教室について、事務方の方にはも

う一度調査研究と推進に向けてのお力添えを重ね

てお願いをいたします。

詐欺被害対策についてですが、警察からは個人

情報の絡みがありますので、情報等は出てこない

と私も思っておりました。皆さん報道でご存じの

とおり、84歳の方のロトのニュースが出ておりま

した。市長答弁でもございましたが、今、市では

「振り込め詐欺撃退！「迷惑電話チェッカー」無

料モニター募集中！！」ということがホームペー

ジを通して載っておりましたけれども、なかなか

高年齢の方には難しいところも多々あると思いま

す。実は、防災行政用無線を利用して、この詐欺

被害撃退を推進しているところがございます。相

模原市ですが、今の２月19日から防災無線で、特

に相談が多かった地域とか、その事案事案によっ

ての対応と聞いておりますが、相談の内容に対し

ていろいろホームページとか市政だよりとかわか

るのですが、84歳とか、高年齢になる方に直接声

の届くサポートをしていただきたいというのが私

の願いです。お金は命です。危機管理という立場

から、市長の思いを一言伺います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） この高齢者詐欺被害に対す

る取り組みというふうな中で防災行政用無線放送

を使えというふうな、使っているところもあると

いうふうなことでございますけれども、これなか

なか防災行政用無線放送をしますと、災害のとき

だとか、そしてまた頻繁にやることによって市民

からの苦情も来ているのも事実でございます。は

っきり申し上げまして、先般の大雪の後に除排雪

の協力をお願いしましたら、かなりの苦情が参り

ました。非常にうるさいと、はっきり申し上げま

して。それは、わかっているのに、何でこんなに

細々放送するのだというふうな苦情の声も来てお

りますので、この部分については研究をしていか

なければ、詐欺被害については研究をしていかな

ければいけませんけれども、民生委員を通してペ

ーパーでお伝えするとか、民生委員の方々のご協

力をいただいて口頭でお願いするとか、市政だよ

りには事案が発生するたびごとに、報道されるた

びごとに、目立つような形での広報は相努めてい

きたいと、こういうふうに思いますので、なかな

か放送につきましては、ちょっと難しいところが

あるということでご理解をいただければなと、こ

ういうふうに思います。

〇議長（山本留義） 22番。

〇22番（鎌田ちよ子） 先日交通事故の死亡事故が

多いということで、交通事故に対しての注意喚起

ということで防災行政用無線を使われたこともあ

りましたので、詐欺も同じように直接お金という

ことですので、検討方も含めてよろしくお願いし

ます。

子供の健康について、子供たちの長時間のメデ

ィア接触は、先ほど教育長からもお話ありました

ように、本当に子供の体に大きく影響しておりま

す。松江市では、全小学校34校、中学校15校で、

ノーメディア、ノーテレビ運動を年３回、１週間

取り組んでいます。その成果として、小学６年生

。「 、の女の子の感想を紹介します 私はノーテレビ

ノーゲームをやっていないときは悪いことがいっ

ぱいありました」ということで、何項目か感想文

。 、を寄せられています 時間の制約がありますので

、 、ここでとどめ置きますが 子供の健康に対しては

事務方の方には力をいただいて、本当に県レベル

までは何とか上げていただきたいと思っておりま
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す。よろしくお願いします。ありがとうございま

す。

〇議長（山本留義） これで鎌田ちよ子議員の質問

を終わります。

、 。ここで 午後２時10分まで暫時休憩いたします

午後 ２時００分 休憩

午後 ２時１０分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎斉藤孝昭議員

〇議長（山本留義） 次は、斉藤孝昭議員の登壇を

求めます。12番斉藤孝昭議員。

（12番 斉藤孝昭議員登壇）

〇12番（斉藤孝昭） 12番の斉藤孝昭です。むつ市

議会第219回定例会に当たり一般質問をさせてい

ただきます。

今回の質問事項は、自治基本条例について、地

域経済について、教育行政についての３点であり

ます。

初めは、自治基本条例についてであります。こ

の項目については、前日の川下議員が一般質問し

ましたが、多少要点を変えて質問させていただき

ますので、よろしくお願いいたします。

自治基本条例とは、地域課題への対応やまちづ

くりを誰が、どんな役割を担い、どのような方法

で決めていくのかを文書化したもので、自治体の

仕組みの基本ルールを定めた条例をいいます。こ

の条例を導入している多くの自治体では、情報の

共有や市民参加、協働などの自治体の基本原則と

自治を担う市民、首長や行政等のそれぞれの役割

と責任、情報公開や行政が行う計画や審議会等へ

の市民参加や住民投票など自治を推進する制度に

ついて定める住民自治に基づく自治体運営の基本

原則を定めた条例のこととなっています。

約１年半前の平成24年８月、市長は自治基本条

例制定の要否を判断するよう市民協働まちづくり

会議へ諮問しました。それを受けて、市民協働ま

ちづくり会議は、審議を重ね、本年１月14日、市

長に対し、市民協働まちづくり会議の山本会長か

ら自治基本条例を制定する必要があるかどうかに

ついて、現時点では時期が早いとの答申を受け、

さらに市民、行政、市議会のいずれも現状では協

働についての理解が不十分と指摘され、まずは知

恵を出し合い、力を合わせる協働を実践していく

ことが大切と述べたと新聞に掲載されました。市

長は、この自治基本条例の必要性についてどのよ

うな所見をお持ちなのか、昨日の川下議員の質問

にも答えておりますが、所見をお伺いしたいと思

います。

次に、市民協働まちづくり会議からの答申に附

記された４つの意見がありました。１つ目は、む

つ市市民協働指針の具体的な取り組みを進める必

要があること、２つ目は、自治に対して努めて市

民に情報提供して、市民としての参画意識の高揚

を図ること、３つ目は、自治基本条例の有無にか

かわらず、既に実践されていること等の検証が必

、 、 、要であること ４つ目は 自治基本条例について

引き続き市民、議会、行政それぞれの意見を交換

する機会を設ける必要があること、以上４点の意

見に対し、それぞれどのような具体的な対応を今

後していくのかお聞かせを願いたいと思います。

さて、このむつ市自治基本条例は、どのような

タイミングで条例提案に至るのでしょうか。昨日

の川下議員の質問に対して市長からは、検討する

かどうかについて、まだ考えがまとまっていない

というふうな話をしておりましたが、前段の市民

協働まちづくり会議からの４つの意見を重点に、

それを尊重した取り組みとなると思いますが、取

り組み結果の評価や判断の材料になる物差しをつ
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くるのが非常に難しいことと思います。今後の展

開について、むつ市自治基本条例制定までのプロ

セスをお示しください。

次は、地域経済についてであります。地方に住

む私たちの生活は、今後どうなるのだろうと思う

市民の皆さんは大変多いと思います。中央では、

円安により高額な買い物をする人がふえたり、自

動車業界を中心に輸出業種や証券会社、さらには

大手銀行など一時金の支給や給与、ボーナスの増

、 。額など うらやましい話題が報道されております

確かに株価や有効求人倍率など経済指標の数字上

では改善してきていますが、景気回復を実感して

いないという人が８割に上るとも報道されており

ます。政府は、４月からの消費税率の引き上げに

伴い、５兆円規模の経済対策を実施する見込みで

ありますが、私たちにも景気の回復感が味わえる

状況になるのでしょうか。最低でも物価の上昇分

プラス消費税分を吸収できるだけの収入の増加が

なければ、市民の生活は苦しくなるばかりであり

ます。

安倍新政権のもと、我が国の経済再生に向けた

取り組みに対し、中央での成果は絶大なものにな

っていると思います。しかし、地方に対する対応

はいま一つと感じます。安倍総理はアベノミクス

効果を地方の隅々まで実感させると言っておりま

した。具体的にどうすればそうなるのか、非常に

、 。不安になりますが ある意味信じたいと思います

さて、新年度からの地域経済はどうなるか、年

金生活者を含め、住民の皆さんの収入がふえる要

素は見当たりません。あわせて原材料の高騰によ

る物価の上昇、消費税率の引き上げ、公共料金や

生活必需品の値上げ、さらに社会保障費の引き上

げなど、家庭の出費は大幅にふえることになりま

す。毎月の不足分は貯金を取り崩したり、出費を

控えたりするしかない状況となれば、消費の低迷

により地域の経済に影響し、悪循環になるのでは

ないかと心配をします。

また、後に消費税率をさらに10％へ引き上げる

予定となっています。平成26年度単年度の地域経

済の見通しについて、また平成27年度以降の我が

地域の経済の見通しについて市長の所見をお伺い

いたします。

次は、苦しい住民の生活に対し、行政は何がで

きるのかということであります。４月からの生活

状況が厳しいものになるのではないかということ

は前段で申し上げました。政府の経済対策につい

ても理解をしています。市の財政が厳しいことも

そのとおりだと思います。というものの、むつ市

に住む方々に対し、何ができるのか、検討しない

わけにはいきません。今年度の予算編成は、既に

提案されていますので、新たな施策といっても、

今後の国の政策に左右され、ある意味委ねるしか

ないものと思います。しかし、好景気の波が地方

までたどり着く見通しの根拠が薄い中、住民生活

の不安を少しでも解消する施策を考えるのが政治

の役割だと思います。地域経済が安定または好転

するまでの間は、さらに各事業の見直しなどを行

い、財源を確保したうえで、一つの例ですが、電

気料金の還元をすることも方法ではないかと思い

ます。

まちは、たくさんの人によって成り立っていま

す。そして、政治は光の届かないところに光を届

けることです。苦しい住民の生活に対し、行政は

何ができるのか、市長のご所見をお伺いいたしま

す。

最後は 教育行政についてであります 平成20年、 。

に改正された新学習指導要領の実施は、小学校で

平成23年４月から、中学校では平成24年４月から

実施に至っています。今回は、その中の一つであ

る道徳教育についてお伺いいたします。道徳教育

とは、人間としてのあり方や生き方を教えること

だと考えます。この新学習指導要領では、道徳教
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育について、学校、地域の実情等に応じた多様な

、 、 、道徳教育を支援するため 保護者 地域との連携

外部講師派遣、道徳教材の活用など、自治体等に

おける多様な事業の支援を行うことによる道徳教

。 、育の一層の充実を図ることとしています そして

平成26年、ことしの新学期から道徳教育の時間数

が1.5倍になり、教科書も新しいものになるとお

聞きしました。さらに、将来は道徳を教科として

実施したいという政府の考えもあるようです。道

徳教育を再度考え直すことについて、教育委員会

委員長の所見をお伺いいたします。

次は、ゆとりのある教育現場についてでありま

す。道徳や倫理といった基本的な教育を施すこと

は、教育現場では当然のことだと思います。そし

て、学級崩壊や児童・生徒の非行やいじめ等の社

会問題が発生した際は、学校では子供たちに時間

をかけてゆっくり、じっくりと指導しなければな

りませんし、保護者や上部機関への説明や報告を

行わなくてはなりません。また、授業としての道

徳以外でも日常の学校生活や部活動などでも道徳

教育をしっかり行うことは当たり前のことと思い

ます。

ところが、現在の教育現場では、学校の通常カ

リキュラムがめじろ押しで、教師はただでさえカ

リキュラムや学校行事をこなしていくだけで精い

っぱいと聞きます。さらに、学力の低下を招かな

いよう対処しますし、部活動も受け持ち、教職員

の皆さんの日常は時間に追われ余裕がない労働環

境となっていることは間違いないと思います。そ

して、事例が発生した際の児童・生徒に対するゆ

、 、っくり じっくりといった対応は厳しいながらも

今は何とか対応しているというのが実情ではない

でしょうか。教職員の不祥事、生徒の非行やいじ

めや事故、そして不登校になった生徒の対応や保

護者からの意見、要望などに柔軟、そして真摯に

対応する余裕がないものと感じます。平日は、早

朝から深夜まで、土曜日も部活動、さまざまな理

由でリタイヤする方も多いと聞きます。

先日の東奥日報の社説に、教育行政にとって、

県内の小 中 高 特別支援学校で働く約1,160人、 、 、

の常勤、臨時講師は、人件費の抑制、教員の雇用

調整をしやすくする調整弁となってきた。しかし

きめ細かい教育のためには教員数の確保だけでな

く質の向上が欠かせないと掲載されています。そ

のとおりだと思います。教員の増員や採用は青森

県が行うこと、そして財政的な困難さも承知して

います。しかし、地域発展の根幹は教育にあると

思いますから、むつ市の将来のためにゆとりのあ

る教育現場を実現すべきと考え、教育委員会委員

長の所見をお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わります。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 斉藤議員の自治基本条例に

ついてのご質問にお答えいたします。

まず、ご質問の１点目、自治基本条例の必要性

についてでありますが、この条例制定の目的は、

一般的にまちづくりに関する基本的な理念、基本

原則及びまちづくりの仕組みを明確にし、まちづ

くりを進めるうえで重要となる住民の権利と責

務、行政の役割と責務などを定めることで活力に

満ちたまちづくりを実現するというものでありま

す。この条例制定による効果として、自治体運営

の仕組みについて、市民、議会、行政で共通認識

を持つことができ、活動の質を高めることができ

ること、また将来にわたって市民が主役となった

自治を進めていくことが明確になるといったこと

などが上げられております。

一方で、条例を制定すればよいというだけのも

のではなく、それをつくるプロセスや、制定した

後に市民や行政がどういう取り組みをしていくか

が最も大事なポイントであると言われておりま
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す。この条例は、市民、行政などそれぞれにかか

わってくるものであるだけに、もしつくるのであ

れば、それぞれが必要性を十分に理解したうえで

なければ条例としての意義は乏しくなり、期待さ

れる効果はほとんどなくなってしまうものと考え

るところであります。

次に、ご質問の２点目、市民協働まちづくり会

議の答申に附記された４つの意見に具体的にどの

ような対応をするのかということであります。附

記意見の１つ目、市民協働まちづくり会議がさき

に答申した市民協働指針の具体的取り組みを進め

る必要があることについてでありますが、この市

民協働指針では 「みんなが生きがいを感じる希、

望のまち を目指し 協働のまちの姿として つ」 、 、「

」、「 」、「 」、ながるまち 生み出すまち はぐくむまち

「やすらぐまち」の４つのまちの姿を掲示してお

ります。この中において、土台となるのは「つな

がるまち」であることから、第２期となる市民協

働まちづくり会議を核として、従来の話し合い主

体の枠組みを超え、さまざまな活動を通じて「つ

ながるまち」実現のためにあらゆる可能性を追求

していくことが必要と考えております。

次に、自治について、努めて市民に情報提供し

て市民としての参画意識の高揚を図ることについ

てでありますが、これは１つ目とも関連するもの

であり 「つながるまち」をつくり上げていくた、

めには情報の収集や発信が大きなウエートを持つ

こととなり、中でも実践事例などを紹介していく

ことなどにより理解が深まっていくのではないか

と考えております。

次の自治基本条例の有無にかかわらず既に実践

されていること、条例が制定されなければ実践で

きないこと等の検証ということにつきましては、

条例とそれ以外では重みや影響力が異なってくる

ものでありますが、これにつきましては、他自治

体の事例なども参考に研究してまいらなければな

らないと思っております。

最後の自治基本条例について、引き続き市民、

議会、行政、それぞれの意見を交換する機会を設

ける必要があることについてでありますが、市民

協働まちづくり会議では、市民目線により自治基

本条例を考えるという趣旨での検討でありました

が、さまざまな異なる意見がある中で、市民協働

まちづくり会議として要否について統一した判断

に至らなかったという理解をしております。十数

名の会議でも多種多様な意見があることから、市

民全体ではさらに多くのさまざまな意見のあるこ

とが想定されます。この意見交換の機会について

は、現段階ではまだ予定を申し上げることはでき

ませんが、どのような方法が可能であるか、また

どのようなタイミングがよいのかなども含め研究

課題としてまいりたいと存じます。

次に、ご質問の３点目、もし自治基本条例を制

定するとしたらどのようなプロセスになるのかと

いうことであります。一般的な例で申し上げます

と、まず市民による検討委員会を立ち上げるため

に検討委員会条例を議会で御議決を願うというこ

とから入り、その後公募の委員や各種団体等から

推薦された委員などで構成する検討委員会におい

て、条例の素案を検討していくことになろうかと

考えております。ある市においては、30回以上の

会議を開催したようでありますが、月２回の開催

としても、１年以上の期間を要することとなり、

またその間において、市民に周知を図るためのニ

ュースレター等の発行、啓発を図るための講演会

やフォーラムの開催、さらにはポスター、チラシ

からＳＮＳに至るようなさまざまな媒体によるＰ

Ｒも行うことが必要になろうかと思っておりま

す。素案ができ上がった後はパブリックコメント

を行い、広く市民の意見を伺い、必要によっては

修正を加えて検討委員会から市長に対して答申を

行うという流れになろうと考えております。その
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後議会に提案し、御議決をいただきましたら条例

施行ということになりますが、最初の検討委員会

条例制定に係る準備期間から積み上げますと、お

おむね２年から３年の期間は必要になるものと考

えておりますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、地域経済についてのご質問の１点目、平

成26年単年度の地域経済の見通しについて、また

平成27年度以降はどのように予想するのか所見を

伺うについてでありますが、平成24年12月に第２

次安倍内閣が発足してから１年余りが経過し、安

倍内閣が打ち出した大胆な金融緩和と機動的な財

、 、政政策 民間投資を喚起する成長戦略などの施策

いわゆるアベノミクス効果により内閣府が公表し

ている２月の月例報告では、景気は緩やかに回復

しているとしておりますが、景気回復が見られる

のは中央を拠点とした大手企業だけという見方も

あり、むつ市を含む地方経済にはなかなかその兆

しが見えてきていないのが実情であります。

円安により輸出産業には好影響が見られる一

方、輸入に頼らざるを得ない原油や原材料などの

高騰は、１次産業や加工製品にまでも影響を及ぼ

し、さまざまな生活必需品が値上がりするなど市

民生活は厳しいものになっており、４月からの消

費税率引き上げを見据えた駆け込み需要により経

済情勢は上昇傾向が見られるものの、その後の反

動が懸念されるところであります。

地域経済が潤うためには、個人消費が伸び、地

域でお金が回ることが必要となりますが、さまざ

まな生活に伴う経費がかさむことによって、おの

ずと財布のひもがかたくなることに加え、近年は

ネットショップや通信販売などの普及により市民

の消費するお金が地域へ還元されるとは限らない

状況となっております。

また、平成27年度以降には、消費税率が10％に

引き上げられる予定となっておりますことから、

ますます地域経済は厳しい状況になることが予想

されますが、アベノミクス効果による景気回復の

余波が地方にも達してくることを期待しつつ、市

政運営に取り組んでまいります。

ご質問の２点目、苦しい住民の生活に対し、行

政は何ができるのかについてでありますが、本定

例会初日の平成26年度一般施政方針でも触れまし

、 、たように 消費税率の値上げで電気料金の値上げ

燃料費の高騰、社会保障関係経費の増加は市の財

政にとりましても相当な負担要素となっており、

加えて電源立地地域対策交付金における原子力発

電施設等周辺地域交付金相当部分の交付単価の減

少が大きく影響し、予算編成のうえでもこれまで

以上に苦労を強いられたところであります。

当市の重要な財源であります電源立地地域対策

交付金の使途につきましては、平成15年の制度改

正を契機とし、ハード事業を中心とする従来の対

象事業に加え、地域活性化に資するソフト事業等

が交付対象事業に追加されたことから、財政基盤

の脆弱な当市におきましては、各種ソフト部門に

充当するとともに、新たな財政需要への対応も含

め、有効かつ効果的な活用を図ってきたところで

あります。

社会情勢が目まぐるしく変化する中、平成27年

度からは普通交付税の段階的減少が始まることと

なっており、今後さらに厳しい財政運営が予想さ

れますことから、現在の市民サービスの質を維持

し、新たなご要望等にお応えするためにも、現時

点で電気料金還元事業を実施することは極めて難

しいものと考えております。

これまで述べましたように、大変厳しい現状で

はありますが、新年度は市民の健康維持のための

特定健診及びがん検診の受診率向上を図るととも

に、乳幼児のＢ型肝炎、ロタウイルス、おたふく

風邪に対する予防接種費用の一部助成事業を新た

に実施することとしております。

また、障がい者や高齢者福祉向上を図るため地
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域包括支援センターの機能充実と、より一層の地

域包括ケアシステムの構築と推進に努めるととも

に、昨年の災害対策基本法の改正を受け、高齢者

や障がいがある方等災害時の避難行動に援護を要

する方々について実効性のある避難支援ができる

よう体制を整備してまいります。

さらに、４月から消費税率が引き上げられるこ

とに伴い、低所得の方や子育て世帯への負担を軽

減するために国が行う臨時福祉給付金及び子育て

世帯臨時特例給付金の支給につきましても、事務

手続が整い次第実施してまいります。

、 、そのほかにも 市内中小企業への支援策として

金融機関へ支払う保証料の負担や利子補給事業を

継続してまいりたいと考えておりますし、市民生

活安定のための事業を種々取り組むこととしてお

りますので、ご理解賜りたいと存じます。

３点目の教育行政についてのご質問につきまし

ては、教育委員会から答弁いたします。

〇議長（山本留義） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 斉藤議員のご質問にお答え

します。

教育行政についてのご質問の１点目、道徳教育

の再考についてであります。平成25年３月、文部

科学省では道徳教育のさらなる充実に向け、道徳

教育の現状や課題を検証しつつ、これまで道徳用

教材として全ての小・中学生に配布してきた「心

のノート」の全面改訂や、教員の指導力向上の方

策、道徳の特性を踏まえた新たな枠組みによる教

科化の具体的なあり方などについて検討を行うた

め、道徳教育の充実に関する懇談会を設置しまし

た。

10回にわたる審議を経て、平成25年12月26日に

最終報告がなされ、現在は教科外活動とされてい

る道徳の時間を特別の教科として新たに教育課程

に位置づけること、国の検定を受けた教科書を導

入すること、記述式の評価を行うことなどが提言

されております。本来国語や算数などの教科とす

るためには、検定教科書を用いること、数値によ

る成績評価を行うこと、中学校では教科の免許を

持つ教師が指導することが必要とされておりま

す。しかし、最終報告では、道徳の専門免許は必

要ないとされておりますほか、子供たちの心の内

面を育てる道徳について数値による評価を行うこ

とは不適切であるとし、記述式の評価を行うこと

。 、「 」などが例示されております なお 心のノート

は、全面改訂となり 「私たちの道徳」としてこ、

の４月から配布され、活用が図られることとなっ

ております。

文部科学省は、今回の道徳教育の充実に関する

懇談会の提言を、近く中央教育審議会に諮問する

こととしております。しかしながら、道徳教育の

改善、充実の方策についてはさまざまな考えがあ

り、子供たちの心を育てるためには何が必要なの

かを具体的に指し示すための慎重な議論が今後も

求められるものと思います。

むつ市教育委員会といたしましては、国の動向

、 、を見守りながら 子供たちの豊かな心を育むため

現在各学校で行われている道徳教育の一層の充実

が図られることが大切であると考えておりますの

で、ご理解を賜りたいと思います。

次に、ご質問の２点目、ゆとりのある教育現場

についてお答えいたします。斉藤議員がお尋ねの

趣旨は、教育現場で働く教職員が授業を中心とし

た教育活動ばかりではなく、部活動などのさまざ

まな教育活動や保護者への対応などにより、時間

的なことや心にとっても負担が大きくなっている

のではないかとの思いからであろうと受けとめて

おります。

まず、教員の配置に関する制度についてお話し

いたしますと、公立義務教育諸学校の学級編制及

び教職員定数の標準に関する法律によって基本的
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な教員の定数が決まっております。また、青森県

、 、教育委員会においても 国の基準をにらみながら

県教委独自の配置基準として小学校１学年から３

学年までと中学校１学年では基本的に33人を超え

る学級としないために教員を定数に加えて配置

し、学級数をふやすことのできる「あおもりっ子

育みプラン」事業を行っております。これに加え

まして、各学校の指導方法の工夫改善に取り組ん

でいる学校に対しましては、マンパワーを加える

ことによって、その取り組みを支援する加配、つ

まり定数を超えて教員を配置しております。この

、 、加配教員は 所管の小・中学校では総数で35人で

教員の多忙化対策としても大きく寄与しているも

のと考えております。

さらに、むつ市独自の取り組みを申し上げます

と、議員ご承知のとおり、当市では教育政策の基

軸であるむつ市教育基本計画に基づくむつ市教育

プランにおいて、小中一貫教育によって中１ギャ

ップの解消や学力向上を推し進めていく中で、市

費で採用している教員である小中一貫教育学習支

援員10名を、市内にある全ての中学校９校を拠点

として小中一貫教育活動による教員の負担を補う

べく活動していただいております。また、多動や

情緒といったさまざまな問題を抱える児童・生徒

がしっかりと教育活動に向かうことができるよう

スクールサポーターを配置し、今年度では26名が

市内小・中学校において教員の負担軽減を図って

きているところであります。

このほか児童・生徒と教員が体と心を休めるこ

とを目的に、平日の１日と土日のうちの１日、週

に２日は部活動を行わないよう全校で申し合わせ

ているところであります。教職員の方々には、大

変ご苦労の多いこととは思いますが、皆さんが目

指した教員としての誇り、そして気概を持って教

育活動に取り組んでいただきたいと思っている一

方で、教員がゆとりを持って子供たちに接してい

ける環境を整えていかなければならないというゆ

とりのある教育現場を教育委員会として創造して

いく努力をしていかなければならないとも思って

おります。

議員ご指摘のゆとりのある教育現場の実現に向

けましては、市の教育委員会でできること、県教

育委員会にお願いしなければならないことがある

わけですが、市教委としてどんなことができるの

かを検討していくほか、県教委に対しましても、

機会を捉えて教員の増員について要望してまいり

たいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと

存じます。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） １点目の自治基本条例につい

て、少し再質問させていただきます。

きのうの川下議員に対して市長の答えは、自治

基本条例制定について、こだわらないというふう

なことで、けさの東奥日報にも記載されていまし

た。しかし、今の答弁、一連を聞いていますと、

こだわらないというよりも、制定に向けてさまざ

まな段階を踏んで進めていくのだというふうなニ

ュアンスで聞こえましたが、本旨のところはどっ

ちなのでしょうか。こだわらないのか、こだわる

のか、どちらなのでしょう。お願いします。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） これは、市民協働まちづく

り会議のほうに諮問いたしまして、答申、時期尚

早というふうなことでございまして、こだわらな

、 。いというふうなのは 今の時点ではこだわらない

しかしながら、やはりこれは積み重ねが大事であ

ると、こういうふうに思います。平成26年度の当

初予算にも、この部分において、つながるまち推

進事業というふうなことで、その部分でさまざま

な予算措置をしております。やはり行政も、そし

て市民の皆さんも、そういうふうな共通の意識を

持つと、共通の土台で、共通の意識を持って、さ
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まざまなツールを使って問題を考えていこうと。

こういうふうなところが出てくれば、こだわらな

いということは当然排除されるものであろうと思

います。ですから、これは全く否定をしているも

のではありません。しかしながら、他市の状況を

見ますと、条例を制定することが、どうも目的化

しているようなところが見られます。私は、そう

いうふうな手法はなるべく避けたい。やはり機運

が醸成されてさまざまな各団体、地域、行政、そ

してまた議会のほうの議員さん方は、皆さん既に

当然この部分はご理解をしていると思いますけれ

ども、そういうふうなところをしっかりと醸成機

運を我々がお手伝いをしてやっていかなければい

けない、自らも学んでいかなければいけない。

最近平成25年度は、特に「協働の風」というふ

うなことでニュースレターを配布させていただき

ました、何回か。そして今、その気持ちが職員の

中にも非常に芽生えてきておりまして、職員自ら

がＳＮＳを通じてさまざまな形で、これはファン

ドレイジングとかというふうな用語を使って、さ

まざまな動画を発信しまして、非常に市民協働の

雰囲気を盛り上げていると。それがもっともっと

職員間でも理解を深め、その部分がＳＮＳを通じ

て市民の皆様方、そしてニュースレター、文字媒

体を通じて市民の皆様方、各団体、そういうふう

、 、な形で浸透していって さあいよいよつくるぞと

我々の体制はこうなのだというふうなところが出

てくるというふうなことは、私は非常に期待をし

ておるところであります。つまり実践の事例をふ

やしていかなければ、それが私は必要であるし、

その実践の事例をふやす工夫を行政として取り組

んで大いに盛り上げていくことによってこの自治

基本条例が、我々が、そしてまた皆さん議員各位

も期待をしている自治基本条例が生み出されるも

のでないかと、そういうふうな期待をしておると

ころでありますので、もっともっと掘り下げて、

私自身も学び、行政自身も学び、市民の皆様方に

は学びの場所を大いに提供させていただき、今度

は市民協働まちづくり会議の専門アドバイザーだ

とか、それからプラットフォームを検討しようと

か、講演会、そしてまた今お話をしましたファン

ドレイジングだとか、そういうふうな部分を大い

に裾野を広げて、この部分が浸透して、初めて私

たちが、斉藤議員も望んでいるような自治基本条

例、そういうふうなものが生まれ出されるもので

はないかと期待をしております。

この部分においては、関東のほうでは鎌倉市、

これが取り組みました。途中で頓挫しました。そ

ういうふうな事例もあります。それから、条例で

すと、パターンがある程度あります。前文、この

部分だとか、そしてまたさまざまな形でパターン

があります。前文があり、総則があり、情報の公

開と共有、こういうふうなもろもろの形の中で、

条例にはそういうふうな形でパターンがありま

す。そのパターン化されてしまう。そのパターン

の中に非常に懸念されるパターン化された文言が

。 、 、散見されます この部分は 例えば条文の例では

「条例は、本市の自治の基本を定める最高規範で

ある」と。そして 「他の条例、規則等の改廃及、

び運用に当たっては、この条例との整合性を図ら

なければいけない 、これが自治基本条例が他の」

条例に優越するということは法律上は認められな

いという学説もありますので、そういうふうなも

のをしっかりと我々が学び、行政が学び、そして

市民の皆様方にご理解をしていただき、そして機

運が醸成されてむつ市独特の、独自の自治基本条

例が生み出されてくるものと、こういうふうに期

待をしておりますので、我々行政としては情報を

しっかりとお伝えをし、学びの場を提供する、そ

して情報をお伝えをしていく平成26年度に向けて

取り組んでいきたいと、こういうふうに思ってい

るところであります。
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〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） よくわかりました。ぜひ市長

の思いが実になるように頑張ってほしいと思いま

す。

次は 地域の経済についてであります 平成26年、 。

度、新年度からの住民に対する措置というのは、

たくさん並べていただきました。確かにやれる範

囲の中で十分だとは言えませんが、やることはや

るというふうなことはわかりましたので、それで

いいと思います。

ただ、平成27年度以降、５兆円規模の経済対策

をすると言っている政府の考えですが、公共事業

を中心にというふうな話をよく聞きます。つまり

どういうことかというと、公共事業というふうに

なると、例えば事業の項目が補助金でつきました

ということになれば、国の持ち出し分と地方の持

ち出し分、つまり全額国が出すわけではなくて、

必ず持ち出しがあるわけです。経済対策のために

、 、その事業をやりたいと思っても 財政が厳しい折

当然やりたい事業もやれないというふうな事態に

今後陥るのではないかと、借金が多くて。そうい

うところの準備とか、割のいい公共事業、または

国からの支援みたいなことをきめ細かに事務方で

探しながら精査して、平成27年度以降に地域振興

がうまく進むように、経済が衰退しないような方

法をやっていく必要があると思うのですけれど

、 。も そこのところの考え方はどうなのでしょうか

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 今まさしく斉藤議員がお話

をなさったことを、先般予算査定が終わった後の

庁議で私も発言をいたしました。これは平成26年

度当初予算 今上程をしております 今度平成27年、 。

度に向かっては、国の概算要求、夏ごろまでにあ

る程度まとめていかなければいけません。さまざ

、 。まな部分で 補助金があるからそれに乗っかると

これは、当然地元負担もあるわけでございます。

その部分では、例えば公共事業、建物、こういう

ふうなものが多分想定をしていると思うのですけ

れども、この部分においては、やはり身の丈に応

じたそういうふうな施設、そして補助金がついた

からすぐに乗っかるというふうなことではなく

て、よくそこのところは精査をして、身の丈に応

じた、財布に応じた、そういうふうな形で話をい

たしました。この部分においては、もう４月から

の概算要求、この部分においては十分事務方に命

じて、そういうふうなところは文書化して、私の

気持ちを伝えていきたいと、こういうふうに思っ

ております。まさしく今斉藤議員がお尋ねのこの

部分については、十分留意をして財政運営をして

いかなければもたない状況になってきておるわけ

でございますので、ただいまのご提言をしっかり

と受けとめた形でこれからも対応していきたい

と、健全な財政運営をしていきたいと、こういう

ふうに思っております。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） 市長の答弁が余りにもよかっ

たもので、ちょっと議長指名するのを忘れてしま

いました、済みません。

教育委員会に質問します。教育長のさっきの答

弁でいくと、学校現場はある意味先生方の人数も

確保されているし、それなりの教育現場になって

いるのだというふうな答弁のように聞こえました

が、果たしてそれって本当なのかということをち

ょっと思いました。なぜかというと、これは中身

がどうなっているのかわかりませんが、よく学校

の前を通りますと、当然朝通学の時間前から先生

が校門の前に立っていたり、夜遅く職員室の電気

が、いつ消えるのかわからないのですけれども、

ついていたりというのがしょっちゅう気がつくの

です。それって一般のサラリーマンだと、何時か

ら何時までという仕事の時間がありますが、学校

の先生はないのかというふうなことをよく感じて



- 132 -

いまして、教育長のさっきの答弁でいくと、もう

それなりに対応できているというふうなことであ

りますが、それは１日の仕事の中で、または１週

間の仕事の中で、または１年間の仕事の中で、な

らしたら、確かにそうかもわかりませんが、朝早

くから夜遅くまでというのが恒常化しているので

はないかと。それが本当に果たして当たり前の仕

事の仕方なのかというふうなことを考えると、私

はそうではないなというふうに思いまして、教育

長の答弁はどうかなというふうに思ったのです

が、今言ったことに対して、どんな所見をお持ち

でしょうか。少しお願いします。

〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 今の質問に対しましては、

先ほど壇上で述べましたのは、まず教員配置につ

いての現状はこうであるということで、国や県に

ついても配慮はなされてはいる。しかしながら、

学校現場ではそういう配慮にもかかわらずやはり

忙しい、そして大変だという状況はあるというの

は認識しておりますし、私自身春になりますと、

全部の学校を回るわけですが、校長先生方に言う

ことは何を言うかというと 「先生方、何時に帰、

りますか」と。遅い学校については、早く帰して

くださいというようなことをお願いしています

し、それからそれは多忙さということだと思うの

です。時間的に、物理的に勤務時間が長いという

多忙さ。それから、もう一つは、先ほど議員もお

っしゃったように、心のゆとりがない、それは多

忙感だろうというふうに思うのです。それにつき

ましては、あるところで調査をしたところがある

のですが、教員に対して 「忙しくても負担を感、

」 、 、じないときは という質問をすると その結果は

「やりがいを感じるとき 、これが71.5％、こう」

いうふうに感じるときは忙しくても負担を感じな

いのだというふうに言っています それから 児。 、「

童・生徒のためになると思えるとき 、これが」

59.6％、それから「終わる見通しがつく仕事のと

き 、これが42.6％、それから「周囲の協力が得」

られるとき」ということで39.7％でありますが、

ということは、まずは教員に対して仕事に対して

子供たちになるのだというようなところ、それか

らやりがいを感じることができるのだということ

の意味をやはり学校の中で校長先生からいろいろ

な形で指導してもらうとか、または終わる見通し

がつく、または周囲の協力が得られるといったよ

うな学校の組織体制、職員体制を改善してもらう

とか、そういったようなことをお願いしておりま

す。決してこのままでいいと、忙しくはないのだ

と、全部県や市や国で配慮していますということ

ではございません。

以上でございます。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） そうなのです。やっぱり先生

方に余裕がないと、生徒に対しても余裕がない対

応になってしまうと。もっときめ細かな指導をし

たいのだけれども、それもできないというふうな

こともきっとなっていると思うのです。先ほど壇

上では、何か問題があった場合に、それが仕事の

量としてプラスになって、さらに忙しくなってい

くというふうな話をしましたが、何もないよりだ

ったら、あったほうが子供たちは成長すると思い

ます、いろんなことを経験して。ただ、それを指

導する、管理する学校または学校の先生たちに余

裕がないと、それもなかなかうまくやれないと。

ある程度のところで、もう終了してしまうような

ことがあると、また違うような事例が発生すると

いうふうな繰り返しになっていくと思うので、そ

このところはやっぱりある程度のゆとりがある現

場ということを実現してもらえると、教育、指導

にも力が入るのかなというふうなことを思ってい

ますので、お伺いしたわけです。

もう一つ、これは壇上でも言いましたが、先生
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の採用について、青森県が、県の教育委員会が採

用すると思うのですが、最近私のところに聞こえ

てくるのは、先生の人数が少ないというのに関連

してですが、むつ市出身の教員免許を持った、ま

たは教育関係の大学を終わった新卒の方が青森県

に採用してもらえなくて、大都市圏に採用される

という例をよく聞きます。これも人の中央流動と

いうふうに私は思っているのですけれども、お医

者さんもそうですが、やはり県出身者をできるだ

け多く優先して採用してあげるということも、青

森県の教育委員会がやることだと思いますが、私

は必要だと思っていまして、それが先生の採用の

こともある意味定数が決まっているからとか、事

務的に片づけられているのではないかというふう

なことも思うところもありますし、講師を長年や

らないと採用されないみたいな風潮も普通にある

のではないかなというふうなこともたまに感じる

ときがあるのです。違うかもわかりませんが、私

の感想ですので。なので、できれば市の教育委員

会から県の教育委員会のほうにも、やっぱりいろ

んな話をしていくべきだと思います。もっと細か

く言うと、むつ市出身の方で大学を終わって学校

の先生になりたいという希望をしても、ほとんど

なれないというふうなことになると、これは人材

がどこかにまた行ってしまうというふうなことに

なりますので、ぜひそういう話も県に対してして

ほしいというふうに思いますが、教育長、どうで

しょう。

〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 高校の校長をしていたわけ

ですが、その際に、このむつ市をむつ市出身の人

たちが担っていかなければならないと。弁護士が

足らない、お医者さんが足らないというときによ

そから連れてくるのではなくて、君たちがならな

ければならない。そして、子供たちも、君たちが

教える、そういうむつ市出身の優秀で、しかも子

供たちのことを思う思いの持った先生をつくりた

いのだということで子供たちに、生徒たちに訴え

かけていましたけれども、生徒たちはそれに応え

てくれて、戻ってきて今採用されている生徒もい

ますし、そして一生懸命頑張っている生徒もいる

ということで、そういう子供たちに訴え続けてい

くことも効果があるものだなというふうに考えて

いるところであります。

ただ、議員のお知り合いの方はほかのところに

行っているということでありますので、そういう

採用というのは県の教育委員会ではなかなかでき

、 、ないだろうとは思いますが しかしこういう意見

希望がありますということについてはお話をした

いというふうに思います。

以上です。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） いろいろありがとうございま

した。終わります。

〇議長（山本留義） これで斉藤孝昭議員の質問を

終わります。

◎散会の宣告

〇議長（山本留義） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

なお、明３月８日及び９日は休日のため休会と

、 、 、 、し ３月10日は 浅利竹二郎議員 池光弘議員

佐賀英生議員の一般質問を行います。

本日はこれで散会いたします。

午後 ３時０２分 散会
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